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注目を集めたのはそのスポーツ分野であった 5)。特に、人口 1700 万人ほどの東ドイツが、
オリンピックでのメダル獲得数で、ソビエト、アメリカに迫ったことに世界は驚愕した。





順位 国・地域 金 銀 銅 計 
１ ソビエト 55 31 46 132 
２ 東ドイツ 37 35 30 102 
３ アメリカ 36 31 27 94 
４ 韓国 12 10 11 33 
























































































 東ドイツ時代の SED や国家的諸機関によるスポーツ関係規定については、東ドイツ、西
ドイツ、日本の著作・辞典等において言及されているので、代表的なものを検討したい。 














2. W.アイヘル編、『1981年までの東ドイツにおける社会主義的身体文化の形成』、1983年 27)。 
  同著作は全２巻からなる『図説ドイツ身体文化史』の第２巻に位置し、東ドイツのスポ
ーツを研究する際、上述のスポーツ史書と異なり 1961 年以後 1981 年までの時期を取り扱
っているという意味において重要である。しかし、主なスポーツ関係規定の概略が述べら
れているだけであり、また、1952年から 1970年まで東ドイツにおけるスポーツ分野の最高



























































































       表－２ 先行研究に示された東ドイツの主なスポーツ関係規定 
  決議年月日 通称 決議機関 公開場所・年 
１ 1950.2.8 「青少年法」 人民議会 官報・1950 
② 1951.3.17 「SED中央委員会の決議」 SED中央委員会 
SED党大会
文書・1952 






















８ 1968.4.6 「東ドイツ憲法」 人民議会 官報・1968 
⑨ 1968.9.20 「東ドイツ国家評議会の決定」 国家評議会 官報・1968 
10 1974.1.28 「第３次青少年法」 人民議会 官報・1974 
7 
 
註：1.T.P.K.(Theorie und Praxis der Körperkultur)は東ドイツのスポーツ専門雑誌である。 













































 年 通称 
１ 1950 「青少年法」 
２ 1951 「SED中央委員会の決議」 
３ 1956 「閣僚評議会の決定」 
４ 1956 「1956年から 1960年までの東ドイツにおける身体文化・スポーツ促進に関する訓令」 
５ 1960 「1965年までの社会主義的身体文化・スポーツ発展に関する国家身体文化・
スポーツ委員会の訓令」 
６ 1964 「第２次青少年法」 
７ 1965 「1970年までの社会主義身体文化発展の将来計画作成に関する訓令」 
８ 1968 「東ドイツ憲法」 
９ 1968 「東ドイツ国家評議会の決定」 
10 1970 「DTSB第４回総会決議」 
11 1974 「第３次青少年法」 
12 1974 「DTSB第５回総会決議」 
13 1978 「DTSB第６回総会決議」 















の各州政府の法令集 41)、ドイツスポーツ委員会関係文書 42)、東ドイツの官報 43)及び議事録
44)、東ドイツの統計資料 45)、SED党大会、党会議関係文書 46)、SED党大会議事録 47)、東ド

























    




K．ヴィット（1965） 女子スケート選手 1994 
規定演技と自由演技の間の
私の人生 
H．F．エルテル（1927） スポーツジャーナリスト 1997 最高の時：回想録 














H.ヘトリッヒ(1932） 大衆スポーツの幹部 2004 スポーツ：私の大きな愛 









2007 私の第 3の人生 
H.レックナーゲル(1937） スキージャンプ選手 2007 姿勢の問題：思い出 























年 場所 人名 東ドイツ時代の主な
職業等 
2009 ドイツ・ベルリン H.ヘトリッヒ 大衆スポーツの幹部 
2010 ドイツ・ベルリン K.フーン  最も著名なスポーツ
ジャーナリスト・歴
史家 
2011 ドイツ・マクデブルク G.A.シュアー 自転車選手（最も著
名なスポーツ選手）
/DTSB幹部 
2011 ドイツ・マクデブルク U.ヴィレ 国家資格のあるトレ
ーナー 






















































































































解体されたことを問題視している。次を参照。Rogalski, Norbert. Qualifiziert und 
ausgemustert. Wie ich die DHfK erlebte. Vokal-Verlag: Leipzig, 2005. 
７）例えば次を参照。Bernett, Hajo. Prolegomena zur historischen Aufarbeitung des Systems von 
Sport und Körperkultur in der DDR; in: Stadion, 16 (1990), S. 1-36. 
８）Skorning, Lothar. “CHRONIK DES DDR-SPORTS Teil Ⅱ: 1950-1955”; in: BEITRÄGE ZUR 
SPORTGESCHICHTE, 2 (1996), S. 13. 
９）ドイツ再統一直後に出版された著作には史料的問題があった。例えば次を参照。Krüger, 
Michael. Einführung in die Geschichte der Leibeserziehung und des Sports. Teil 3: 
Leibesübungen im 20. Jahrhundert. Sport für alle. Verlag Karl Hofmann: Schorndorf, 1993. 
10)  Spitzer, Giselher / Teichler, Hans Joachim / Reinartz, Klaus (Hg.). Schlüsseldokumente zum 

















次を参照。Huhn, Klaus Ullrich. Mein drittes Leben. Spotless-Verlag: Berlin, 2007. 
13）関春南、唐木國彦、スポーツは誰のために－二一世紀への展望、大修館書店：東京、
1995年、192-193頁。 
14）次を参照。Knecht, Willi. Das Medaillenkollektiv. Fakten Dokumente Kommentare zum Sport in 


















20）Wonneberger, Günther (Hg.). Geschichte der Körperkultur in Deutschland. Bd. Ⅳ. Die  
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が 14）、SED のスポーツに関する方針が明確にみられるのは、同年６月 29日、30日に開
































































































































   除去と準備の時期は今や終わった。やっと我々は統一した民主的なドイツスポー 
  ツ促進運動の建設に着手することができる。我々ドイツ国民が経済分野においても 
  行わねばならない平和的競争のために、また、確かな生活条件をつくるために、遊 
  戯やスポーツにおいて楽しい競争的な力を測る機会をつくるべきである。 
   我々の社会生活のすべての分野と同様、スポーツの建設においても、1933年以前 








   ドイツのスポーツ促進運動の優れた伝統から、我々は、本当の国民スポーツ、真 
  の身体文化、統一したドイツ、民主主義、民族間の協調に関する理念を得たいと考え 
ている。 
      我々は、すべての村、都市、大企業に、そのトップに優れた信頼できる反ファシ 
  ズムのスポーツマンが配置されるスポーツ共同体をつくることを呼びかける。その 
  際、青少年は精力的に先頭を歩むべきである。なぜなら、我々国民の利益に本当に 
  役立つスポーツ促進運動をつくることが重要であるからである。 
      FDJと FDGBが新しい民主的スポーツ促進運動の共通の担い手である。それらはす
べての郡と州にスポーツ委員会をつくるべきである。スポーツ促進運動は、ドイツの
首都ベルリンに所在のあるドイツスポーツ委員会によって指導される。 
   スポーツ共同体に統合される民主的なスポーツマンは、我々国民の健康及び平和 
  的経済の再生にその名誉ある課題を見いだす。生産の向上、平和的競争の組織に従 
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  事する企業の活動家との協力によって、我々は、我々のスポーツを次のように発展 
  させたいと考えている。つまり、身体の健康な保持、職業における能率向上に役立 
  ち、同時に、喜び、陽気さ、日常の活動からの解放を生じさせるように。100万人の 
  組織された進歩的な人々とともに、スポーツマンは、ファシズムに反対し平和に賛 
  同する闘争を行う。我々の民主的スポーツ促進運動は、世界におけるドイツの印象 
  の回復、すべての民族の青少年との友好的関係に貢献する。 
  ドイツのスポーツマン達へ！都市や地方の民主的なスポーツ共同体に入ろう！」24) 
  以上のように、同声明は、ドイツスポーツ委員会を頂点とし、FDJと FDGBという二つ
の大衆団体を担い手とした新しいスポーツ促進運動の創設とその際の協力を呼びかけたも
のであった。 










    民主的スポーツ促進運動は、ドイツ国民の身体的、精神的、道徳的向上を助成 
   し、新しい文化の創造に協力する。それは、平和と民族間の協調に関係する活動 
   に貢献する。それ故、民主的スポーツ促進運動では、軍国主義、帝国主義、ファ 
   シズムに反対する闘争準備を強化する。 
       民主的スポーツ促進運動の担い手は、FDJと FGBGである。それらは共同の活 
動で、スポーツ促進運動を発展させる。 
    民主的スポーツ促進運動は、自己目的的なものではない。それは、我々国民の 
   民主的再生に貢献することもその役割の一つである。また、それは国民の健康の 
   増進に貢献し、同時に特に若い世代の達成能力の向上に貢献する。 
    スポーツ共同体の活動をアマチュアスポーツを基礎として行うべきである。国 
   民スポーツや健全な競技会への幅広い階層の参加はスポーツ共同体の大きな援助 
   によって生じる。 




    それは、FDJや FDGBの原則や目標及びその規約に基づいて、党派的に結び付 
かず、また、特定宗派の見解に基づいて分裂することはない」26) 














   一般教育学的な講演や話し合いの夕べを実施する。すべての大きなスポーツ行事に




   のスポーツ共同体の自明の課題の一つである。 
 ６．進歩的なスポーツ幹部が育成されたとき、スポーツから正しい真の身体文化への発
   展が達成される。それ故、すべての州ですぐさまスポーツ学校を設立すべきである。
   これらの学校の統一した指導要領をすぐに作成し、優れた教師と契約することがド
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り、その主なものは、訓令第 24号 24)（１月 12日）、法令第 23号 25)（４月 10日）、法令
第 34号 26)（８月 20日）、訓令第 37号 27)（９月 26日）、訓令第 38号 28)（10月 12日）、












 訓令第 37号は、スポーツボートの大きさや性能などを制限したものであった 34)。 































 1945年９月 17日に出されたナチス期の法廃止に関する指令第 6640)号は、連合軍管理理
事会法令第１号（1945年 10月１日）と同様に破棄すべきナチス期の諸法令が明示され、
その中にはヒトラー・ユーゲント法などもみられる 41)。 
 同年９月 29日には指令第 80号 42)が出された。同指令は、連合軍管理理事会法令第２号




 同年 10月 30日、31日にはそれぞれ指令第 124 号 44)と指令第 126 号 45) が出された。
指令第 124 号は、ソビエト軍政部によって禁止、解散された協会、クラブ、連盟等の財産
の差し押さえなどを指示したものであり 46)、一方、指令第 126 号は、ナチス、その諸機関、
それと結び付いた諸連盟の財産をソビエト軍政部によって差し押さえることを指示し、そ
のリストに NSRLなどを明記したものである 47) 。 
 1947年６月 20日には指令第 156 号 48)が出された。同指令は、教育機関の指導や青少年
の教育を一元化するために、青少年委員会の所轄を社会局から教育局に移管することなど
を定めたものである 49)。 
 同年８月 16日には指令第 201 号 50)が出された。同指令は、連合軍管理理事会訓令第 24












２）Proklamation an Deutschland. 
３）Verordnungsblatt für die Provinz Sachsen, Nr. 2, 20.10.1945, S. 3. 
４）Ebenda. 
５）Gesetz Nr. 1. Betr. Aufhebung faschistischer Gesetze. 
６）Verordnungsblatt für die Provinz Sachsen, Nr. 3, 3.11.1945, S. 2-3. 
７）村瀬興雄、ナチズムと大衆社会、有斐閣：東京、1987年、79頁。 
８）Verordnungsblatt für die Provinz Sachsen, Nr. 3, 3.11.1945, S. 3-4. 
９）Gesetz Nr. 2. Betr. Auflösung der Nazi-Organisationen. 
10）Verordnungsblatt für die Provinz Sachsen, Nr. 3, 3.11.1945, S. 4. 
11）Anhang zu Gesetz Nr. 2. 
12）Verordnungsblatt für die Provinz Sachsen, Nr. 3, 3.11.1945, S. 4. 
13）Ebenda. 
14）Ebenda. 
15）Gesetz Nr. 8. Betr. Ausschaltung und Verbot der militärischen Ausbildung. 









19）Beschränkung und Entmilitarisierung des Sportwesens in Deutschland. 
20）連合軍管理理事会訓令第 23号は、各州法令集にはみあたらない。例えば次に所収。 
Hemken, R. Sammlung der vom Alliierten Kontrollrat und der Amerikanischen  
Militärregierung erlassenen Proklamationen, Gesetze, Verordnungen, Befehle, 
Direktiven. Deutsche Verlags-Anstalt :Stuttgart, 1946. 
21）Ebenda. 
22）Gesetz Nr. 10. Betr. Bestrafung von Personen, die sich Kriegsverbrechen,  
Verbrechen gegen Frieden oder gegen Menschlichkeit schuldig gemacht haben. 
23）Regierungsblatt für das Land Thüringen, Teil Ⅲ, Nr. 2, 27.3.1946, S. 11-14. 
24）Diretive Nr. 24. Betr. Entfernung von Nationalsozialisten und Personen, die 
den Bestrebungen der Alliierten feindlich gegenüberstehen, aus Ämtern und  
verantwortlichen Stellungen. 
25）Gesetz Nr. 23. Betr. Verbot der militärischer Bauten in Deutschland. 
26）Gesetz Nr. 34. Betr. Auflösung der Wehrmacht. 
27）Diretive Nr. 37. Betr. Abgrenzung der Merkmale der Deutschland über die Fi- 
scherei- und Sportboote hinaus über seine Friedenswirtschaft belassenen  
anderen Schiffe. 
28）Diretive Nr. 38. Betr. Verhaftung und Bestrafung von Kriegsverbrechern, National- 
sozialisten und Militaristen und Internierung, Kontolle und Überwachung von  
möglicherweise gefährlichen Deutschen. 




48年１月 15日に出された訓令第 57号（法令第 10及び訓令第 38号によって押収され
た財産に関する命令）などがある。 
31）Regierungsblatt für das Land Thüringen, Teil Ⅲ, Nr. 10, 31.10.1946, S. 73-82. 
32）Verordnungsblatt für die Provinz Sachsen, Nr. 13/14/15/16, 27.4.1946, S. 136- 
137. 
33）Regierungsblatt für das Land Thüringen, Teil Ⅲ, Nr. 9, 7.10.1946, S. 65. 
34）Regierungsblatt für das Land Thüringen, Teil Ⅲ, Nr. 1, 7.2.1947, S. 1-2. 
35）Ebenda, S. 2-11. 





39）Mählert, Ulrich. Die Freie Deutsche Jugend 1945-1949. Ferdinand Schöningh: 
 Paderporn, 1995, S. 47. 
40）Befehl Nr. 66 des Obersten Chefs der Sowjetischen Militäradministration in  
37 
 
Deutschland über die Abschaffung der Sondergerichte und die Aufhebung der  
faschistischen Gesetze. 
41）Below, G.A. (Hg.). Dokumente aus den Jahren 1945-1949. Um ein antifaschi- 
stich-demokratisches Deutschland. Staatsverlag: Berlin, 1968, S. 156-157.  
42）Befehl Nr. 80 des Obersten Chefs der Sowjetischen Militäradministration in  
Deutschland über die Auflösung nazistischer Organisationen. 
43）Below, G.A. (Hg.). Dokumente aus den Jahren 1945-1949. Um ein antifaschi- 
stich-demokratisches Deutschland, a.a.O., S. 162-164.  
44）Befehl Nr. 124 des Obersten Chefs der Sowjetischen Militäradministration in  
Deutschland über die Beschlagnahme und die Übernahme einiger Eigentumskate- 
gorien. 
45）Befehl Nr. 126 des Obersten Chefs der Sowjetischen Militäradministration in  
Deutschland zur Konfiskation des Eigentums der nationalsozialistischen  
Partei, ihrer Organe und der ihr angeschlossenen Organisationen. 
46）Below, G.A. (Hg.), Dokumente aus den Jahren 1945-1949. Um ein antifaschi- 
stich-demokratisches Deutschland, a.a.O., S. 189-192.  
47）Ebenda, S. 194-196. 同指令の一覧は、連合国管理理事会法令第２号の補遺とほぼ同じ
であるが、若干異なる表記もみられる。例えば、国家社会主義体育連盟について、法
令第２号では「NS-Reichsbund für Leibesübungen」、指令第 126号では「NS  
Sportbund」と記されている。 
48）Befehl Nr. 156 des Obersten Chefs der Sowjetischen Militäradministration in  
Deutschland über die Überführung der Jugendämter in die Organe für Volks- 
bildung. 
49）Gesetzblatt des Landes Sachsen-Anhalt, Teil Ⅰ, Nr. 7, 15.3.1948, S. 42. 
50）Befehl Nr. 201 des Obersten Chefs der Sowjetischen Militäradministration in  
Deutschland über die Anwendung der Kontrollratsdirektiven Nr. 24 und Nr. 38  
über die Entnazifizierung. 
51）Below, G.A. (Hg.). Dokumente aus den Jahren 1945-1949. Um ein antifaschi- 



























































 翌 1946年１月 21日の学校粛清命令に関する第二実施規定 15)では、教育部門の課題とし
てスポーツ大会の開催等があげられている 16)。 
 同年５月 22日にはフェライン等の再調整に関する命令が出された 17)。その中ではすべ
てのフェラインの解散が指示された他、解散されたフェラインの財産の差し押さえやその
受託者などが定められた 18)。 




























いては明記されていない。同法の実施・遂行命令は７月 25日に出されている 28)。 
  同年 10月９日にはナチス諸財産の没収及び差し押さえに関する法律 29)が出された。同
法はソビエト軍政部最高司令官の命令（日付、内容不明）に基づいて、突撃隊、親衛隊、
ヒトラー・ユーゲント関係者の財産を没収、差し押さえることなどを定めている 30)。 
 また、同年 11月 20日には、ソビエト軍政部最高司令官指令第 124 号及び第 126 号の
実施命令 31)が出され、二つの指令で定められた財産の差し押さえを 11月中に徹底して遂




指示したものであり、翌 10月 31日に出された指令第 126 号は、ナチス、その諸機関、そ
れと結び付いた諸連盟の財産はソビエト軍によって差し押さえられることを規定し、その
リストには NSRLを明記していた。 




令第 156 号（1947年６月 20日）との関連で出されたものであった。 
 同年 12月１日にはスポーツ共同体登記に関する州警察命令 35)が出された。この内容は、
同年 11月 16日にザクセン州で出されたスポーツ共同体登記に関する命令の内容とほぼ同
じである 36)。  
 1949年１月 28日には上述の青少年局の設立と課題に関する法律の実施命令 37)が出され
た。その中では、自治体の教育機関の課題として、スポーツ施設、ユースホステルの設置、
保持の際の協力が定められるとともに、FDJ の地域グループと FDJ の児童機関として 19










  同年 10月 20日にはナチス期の諸法令の廃棄 41)が、ナチス期の諸法令の廃棄を定めたソ
ビエト軍政部最高司令官指令第 66号（1945年９月 17日）、同指令第 79号（同年９月 29
日）に基づいて出された。その廃棄するリストの中には、1936年に定められたヒトラー・
ユーゲント法も明記されている 42)。 
 また同月 24日には、ナチス諸組織の解散に関するソビエト軍政部最高司令官指令第 80
号（1945年９月 17日）及び連合国管理理事会法令第２号（1945年 10月 10日）の関連で、
ナチ諸組織の解散 43)が州政府によって命じられた。解散すべき団体を載せた法令第２号リ
ストが付記されたが、その第 43項目には NSRLが明記されている 44)。 
 翌 1946年８月 26日には、水上スポーツに関する布告 45)が出され、漁業との関連でその
練習上の注意が指示されている 46)。 








 1948年１月 15日に出された青少年局の設立と課題に関する法律 49)は、ソビエト軍政部
最高司令官指令第 225 号（1946年７月 26日：児童保育所の指導を定めた）と先述した指
令 156 号（1947年６月 20日）を実施し、すべての青少年に関する業務を統一的に取り扱
うことを目的としたものであったが、その中では、郡及び都市の青少年局の課題として、
青少年スポーツ、ヴァンデルンの助成と監視などが定められている 50)。 




 同年２月 22日の芸術グループなどに関する布告 53)では、同年１月 22日の諸団体の民主
的大衆団体への移管に関する命令を実施することが定められている 54)。同命令では地域に




  ザクセン・アンハルト州が州に昇格したのは 1947年３月 19日であり、1946年末までは、
ザクセン州の諸法令が有効であった。以下では、1947年以後のザクセン・アンハルト州の
スポーツ関係規定を通時的にみていきたい。 
  1947年以後のザクセン・アンハルト州法令集において、最初のスポーツ関係規定は、 




 同年６月 13日の水上スポーツに関する警察命令 58)では、水上スポーツに関係する用具
の登記などが定められている 59)。 
 また、同年 10月７日には、州内務省が布告 60)を発し、連合国管理理事会訓令第 24号、
同訓令第 38号に関連するソビエト軍政部最高司令官指令第 201 号に基づいて、非ナチ化




47年８月 16日のソビエト軍政部最高司令官指令第 201 号は、上述の連合国管理理事会訓
令第 24号及び第 38号の適用に関する規定である。 
 1948年２月５日には青少年局の教育機関への移管に関する命令 62)が出され、ソビエト軍
政部最高司令官指令第 156 号に基づいて、青少年局を教育局に移管することなどが定めら
れた 63)。1947年６月 20日に発せられた指令第 156 号は、教育機関の指導や青少年教育を
一元化するために、青少年委員会の所轄を社会局から教育局に移管することなどを定めて
いた。 
 翌 1949年１月 28日にはスポーツ共同体登記に関する警察命令 64)が出された。この内容
は、上述したスポーツ共同体登記に関するザクセン州の命令（1948年 11月 16日）、テュ

















  メクレンブルク州法令集における最初のスポーツ関係規定は、1946年６月 19日の連合
国管理理事会法令第 23号の実施に関する命令 70)と思われる。同命令では、ドイツにおけ
る軍事施設（飛行艇基地、射撃・訓練施設を含む）の使用の禁止を定めた連合国管理理事
会法令第 23号（1946年４月 10日）を遂行することが定められた 71)。 
 同年８月 16日にはソビエト軍政部最高司令官指令第 124 号、第 126 号に基づき、法令
第４号 72)が出され、ファシストや戦争犯罪者の財産を一時的に州に移管することなどが定
められた 73)。 
  翌 1947年２月 21日の法令第４号の第一実施命令 74)では、法令第４号の実施を州首相と
内務省の管轄下で遂行することなどが定められている 75)。 
 1949年１月 15日には、スポーツ共同体登記に関する命令 76)が出された。この内容は、
ザクセン州（1948年 11月 16日）、テューリンゲン州（1948年 12月１日）、ザクセン・























































































































ら追放された「ナチ犯罪人」「積極的ナチス」は、52万 734 人に達する 78)。連合国はス
ポーツ界においてもスポーツの再建と指導からナチス関係者を排除するという意図のもと、
スポーツの政治的浄化＝非ナチ化政策を遂行した。このために連合国管理理事会は法令第
２号（1945年 10月 10日）、法令第 10号（1945年 12月 20日）、訓令第 24号（1946年
１月 12日）、訓令第 38号（1946年 10月 12日）を発し、ソビエト軍政部は最高司令官指












0日）、法令第２号（1945年 10月 10日）、法令第８号（1945年 11月 30日）、訓令第 2
3号（1945年 12月 17日）、法令第 34号（1946年８月 20日）によって、ドイツのスポー
ツ組織に対し、活動の禁止、解散、財産の差し押さえ等の措置を講じ、ソビエト軍政部は、
1945年７月 31日の指令 79)、最高司令官指令第 80号（1945年９月 29日）、同指令第 124 





















  ブランデンブルク州は 1945年 10月 20日、ナチス期の諸法令の廃棄を定めたソビエト





トゥルネン Turnverein (211), Turngemeinde (8), Männerturnverein
(6)等 
241 
射撃 Schützengesellschaft (67), Schützengilde (17)等 112 
トゥルネン・スポーツ Turn- und Sportverein (19), Turn- und Sportge- 
sellschaft (17)等 
41 
ケーゲル Kegelerverein (13)等 29 
スポーツ Sportverein (13)等 21 
テニス Tennisklub (7), Tennisclub (6)等 14 
身体運動 Verein für Leibesübungen (4)等 ９ 
オート・スポーツ Automobil-Club (4)等 ９ 
自転車 Radfahrer-Verein (7)等 ８ 
労働者トゥルネン・スポーツ Arbeiterturnverein (5)等 ７ 
ボート Ruderclub (3), Ruder-Verein (2)等 ７ 
水泳 Schwimmverein (5)等 ６ 
サッカー Fussballklub (3), Fussballclub (2)等 ６ 
馬術 Reitverein (3)等 ５ 
フィッシング Angelverein (2), Sportfischerverein (1)等 ５ 
スキー Skiclub (2)等 ４ 
アルペン Alpenverein (4) ４ 









































として、スポーツ施設、ユースホステルの設置及び保持等も定めている。   
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第１章：政権政党 SED による総合的なスポーツ関係規定の成立（1949-1956 年）  






イツが、同年 10 月にはソビエト占領地区において東ドイツが発足した。  
 東ドイツは社会主義国家として建国したが、最初の憲法はなおブルジョア民主主
義的であり、ヴァイマール憲法の面影を残していた。東ドイツにおいて社会主義の
建設が本格化するのは 1952 年以降のことであった。  
 この建国当初の東ドイツにおいて出された主なスポーツ関係規定が「青少年法」















































た。そして、1949 年５月 23 日には、アメリカ、イギリス、フランス占領地区にお
いて西ドイツが、他方、ソビエト占領地区では、同年 10 月７日に東ドイツが発足
した 1)。東ドイツ臨時人民議会は、新たに設けられた州議会とともに、10 月 11 日
に SED 党員 W.ピークを東ドイツ大統領に選出した。首相には元ドイツ社会民主
党議長であった O.グローテヴォール、そして副首相には SED の W.ウルブリヒト
とドイツキリスト教民主同盟の O.ヌシュケ、さらにはドイツ自由民主党の H.カス
トナーの就任が 10 月 12 日の臨時人民議会によって承認された。14 大臣の内相、

















に大衆諸団体（FDJ や FDGB など）を加えたブロック政党をいわば制度化するも
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 1917－1921 年 軍事的スポーツ教育政策期  
 1922－1928 年 スポーツ普及政策期  
 1929－1940 年 国内競技力向上政策期  
 1941－1944 年 軍事的スポーツ教育政策期  
 1945－1959 年 国際競技力向上政策第Ⅰ期  





























はなお不足していた 4)。  
 
（３）「青少年法」の制定経緯  
１）第 10 回臨時人民議会に至るまでの「青少年法」の制定経緯  





 第 10 回臨時人民議会議事録に記載されている SED の E.ボイマンの発言では、東
ドイツにおける青少年教育助成に関する決議はすでに１月 10日の SED中央委員会
政治局第 10 会議においてなされており、その内容も新聞で世間に知らされている
ことが述べられている 5)。この１月 10 日の SED 中央委員会政治局の決議の内容は、
「我々青少年の自由な道！－東ドイツにおける青少年教育と助成に関する１月 10
日の SED 政治局の重要な決議」として、１月 18 日 SED の機関紙「ノイエス・ド
イチェラント」によって報道されている 6)。この決議は、東ドイツにおける青少年
教育の重要性を全面に掲げ、主に学校教育の改善とスポーツ及びヴァンデルン促進
運動の助成に関する 10 項目の SED の方針を述べている 7)。この決議の第 10 項目
目の「スポーツ及びヴァンデルン促進運動の助成」の内容は、以下の通りである。 
10）若い世代の身体的精神的に健全な教育には、スポーツ及びヴァンデルン促進
























































３1950 年の国民経済計画において以下の建設を予定すべきである。  
 ドイツ体育大学（Hochschule für Körperkultur）（ライプツィヒ）  
 スキーシャンツェ（アッシュベルク・ミュールライテン）  
 スポーツ学校（バート・ブランケンブルク）  
 メクレンブルク州：室内プール（ロストック）、スタジアム（シュヴェリーン、
  アンカー・ヴィスマール）、スポーツ学校（ハンベルゲ）  
  ブランデンブルク州：スタジアム（フランクフルト、コットブス、フィンスター
  ヴァルデ）  
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  ザクセン州：競技場（ドレスデン）、スポーツ学校（ヴェルダウ）  
  ザクセン・アンハルト州：陸上競技場と更衣室（ハレ）、以前の飛行・スポーツ
施設（メクデブルク）  
 テューリンゲン州：スポーツ施設（ゲラ、ゴータ）  
  ベルリン：冬季スポーツ体育館、スタジアム  
 これらの対象物の建設や既存のスポーツ施設の修復のために、1950 年の国民  






















国家への旅行を組織すべきである 11)。  
 
 SED 政治局の決議と Nr.39 の相違は次の点にある。まず、SED 政治局の決議の e)
ユースホステルの設置など、 f)保養所の設置など、g)外国とのスポーツ交流などは
Nr.39 の７、８、10 にそれぞれ対応し同じであるが、SED 政治局の決議の b)全国競










２）第 10 回臨時人民議会における「青少年法」法案に関する論議  






教育を助成する義務がある」 12)。  
 以上のことから、「青少年法」法案作成には、主に SED 政治局、政府そして青
少年委員会が携わったことが明らかである。  
提出された「青少年法」に関する法案 Nr.39 と Nr.42 は、1949 年 2 月８日の第  
10 回臨時人民議会において、その第二議題として論議された。  
この会議は主に次の順序で進められた。  
まず第一に、政府を代表して副首相 W.ウルブリヒトが「青少年法」法案（主に  
Nr.39）の提出について説明を行った。彼は、「青少年法」の法的根拠が東ドイツ
















年委員会議長である E.ホーネッカーが Nr.39 についてさらに修正が必要と考える
箇所について説明した。スポーツ関係では、第７章６．の表現が適切でないという
理由で、「青少年指導者証明書を有する者に引率された青少年・児童グループが鉄
道旅行する際、旅行距離が 100 キロメートル以内では 50％、100K キロメートルを
越える部分では 75％の旅行料金の割引を認めるべきである。スポーツ行事に積極
的に参加し、相応の資格証明書を保持するスポーツグループの旅行はこれと同等で
ある」 17)という表現に修正することを提案した。  



































ーツの助成を願う意見を述べ 24)、FDJ 代表の H.ケスラーは、SED が「青少年法」
の法案作成準備をすでに 1949 年末から行い、青少年幹部もそれに参加していたこ
となどを述べている 25)。  
 各派・諸団体の意見聴取の後、議会は「青少年法」法案に採決に移った。議長デ
ィークマンは、修正された「青少年法」法案の採決を議員に求め、議員同意のうえ、









 なお、W.ウルブリヒトが「青少年法」の法的根拠とした 1949 年に制定された東
ドイツ憲法の第 39 条では、「すべての児童にその身体的、精神的及び道徳的諸能
力を全般的に拡大するための機会を与えなければならない」と定められているが、


















1950 年２月８日の第 10 回臨時人民議会で採決された「青少年法」は、２月 10





Ⅰ .東ドイツ建設への青少年の参加（第１条から第５条）  
Ⅱ .学校教育の改善（第６条から第 15 条）  
Ⅲ .職業教育の促進（第 16 条から第 28 条）  
Ⅳ .職業人のための大学教育（第 29 条）  
 Ⅴ .児童の家、児童図書館、児童劇場（第 30 条から第 34 条）  
 Ⅵ .新しい児童・青少年文学の創造（第 35 条）  












の自由な参加を呼びかけている 3)。  
第９条では、すべての学校、体育館などを 1950 年７月１日までに各州教育省の
所轄にすることなどを定めている 4)。  
２）「青少年法」のスポーツ関係条項の内容  
 制定された「青少年法」では、法案の第７章の１．から 10．がそれぞれ第 36 条
から第 45 条に記載されている。以下は、「青少年法」第７章の第 36 条から第 45
条の内容である。  












第 37 条 1950 年にはスポーツ用具、スポーツウエア、スポーツシューズの生産を
著しく高めるべきである。  
第 38 条 1950 年の国民経済計画において以下の建設を予定すべきである。  
ドイツ体育大学（ライプツィヒ）  
 スキーシャンツェ（アッシュベルク・ミュールライテン）  
 スポーツ学校（バート・ブランケンブルク）  
 メクレンブルク州：室内プール（ロストック）、スタジアム（シュヴェリーン、
  アンカー・ヴィスマール）、スポーツ学校（ハンベルゲ）  
  ブランデンブルク州：スタジアム（フランクフルト、コットブス、フィンスター
  ヴァルデ）  
  ザクセン州：競技場（ドレスデン）、スポーツ学校（ヴェルダウ）  
  ザクセン・アンハルト州：陸上競技場と更衣室（ハレ）、以前の飛行・スポーツ
施設（メクデブルク）  
 テューリンゲン州：スポーツ施設（ゲラ、ゴータ）  
  ベルリン：冬季スポーツ体育館、スタジアム  
 これらの対象物の建設や既存のスポーツ施設の修復のために、1950 年の国民経
済計画の中で 2050 万マルクを準備すべきである。  





第 40 条 1950 年にすべての教育学部身体教育科において、３年課程の他に、グル
ンドシューレのスポーツ教師を養成するための短期課程を設置すべきである。  
第 41 条 青少年指導者証明書を有する者に引率された青少年・児童のグループが
鉄道旅行をする際、100 キロメートル以内では 50％、100 キロメートルを越える
部分では 75％の旅行料金の割引を認めるべきである。スポーツ行事に積極的に
参加し、相応の資格証明書を持つスポーツグループの旅行は、これと同様である。 
第 42 条 1950 年中に国内に 16 の新しいユースホステルをつくるべきである。そ
の内訳は、ザクセン・アンハルト３、ザクセン４、テューリンゲン３、ブランデ
ンブルク３、メクレンブルク３である。  





第 44 条 青少年施設、青少年訓練所、ユースホステルが管理する農耕地を動植物
産物供出から免除すべきである。  
第 45 条 東ドイツ政府は、他国とのスポーツ代表団の交流、ソビエトや人民民主
































































 そして、スポーツを自己目的的なものとしないことは、遅くとも 1948 年６月以
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行は同時に、スターリンに対する個人崇拝が進む過程でもあった。 1949 年 12
月のスターリン 70 歳の誕生日に際して、SED は大々的に彼の個人崇拝を展開し
た。スターリンは東ドイツにおいて、ドイツ労働運動の偉大な指導者、そして
ドイツ国民の友とみなされるようになっていったのである 1)。  
 












会は、SED 第３回党大会（1950 年７月 20 日－24 日）で原案が決定されていた「国
民経済発展のための第１次５ヵ年計画 1951－1955 年」を採択したのである。これ
はソビエト型計画経済を模範としていた 3)。  
 








いて、1950 年４月 10 日からトゥルネンの授業を、５月 15 日からは水泳の授業を













織の再編と明確に記している 5)。  
この結果 1950 年から 1951 年につくられた 18 のスポーツ団体は以下の通りであ
る。  
 
1950 年から 1951 年のスポーツ組織の再編によって設立された労働組合のスポーツ諸団体  
die SV Akitivist     鉱山企業のスポーツマンを統合  
die SV Chemie      化学企業のスポーツマンを統合  
die SV Aufbau      人民所有の建設産業のスポーツマンを統合  
die SV Fortschritt    紡績及び皮革産業のスポーツマンを統合  
die SV Dynamo     警察のスポーツマンを統合  
die SV Lokomotive   鉄道及び交通営団のスポーツマンから成るスポーツ団体  
die SV Vorwärts     警察予備隊のスポーツマンを統合  
die SV Post         郵便制度のすべてのスポーツマンを統合  
die SV Einheit      国家及び自治体行政のスポーツマンを統合  
die SV Motor       乗物・車両製造、造船及び機械企業のすべてのスポーツマン  
を統合  
die SV Empor       商業及び食品・嗜好品企業のスポーツマンを統合  
die SV Medizin      保健機関のスポーツマンを統合  
die SV Rotation     演劇、映画、ラジオなどのグラフィック産業のスポーツマン  
を統合  
die SV Stahl        製錬・重機械製造企業のスポーツマンを統合  
die SV Traktor      農林業、人民所有農場、機械貸出所、集団農場、営林局、農  
場のスポーツマンを統合  
die SV Wissenschaft 総合大学、単科大学のスポーツマンを統合  
die SV Turbine     電気、ガス、水道業のスポーツマンを統合  
die SV Wismut     採鉱鉱員のスポーツ組織  
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（出典：Beier, Wilhelm (Hg.). Bilder und Dokumente aus der deutschen  
Turn- und Sportgeschichte. Abteilung Sportpropaganda des Staatlichen  
Komitiee für Körperkultur und Sport :Berlin, 1956, S. 316）  
   
（３）SED 第３回党大会決議のスポーツに関係する内容と計画経済へのスポーツ
の組込み  





することを定めた 6)。  
 また、1951 年１月 11 日に公布された「国民経済発展のための第１次５ヵ年計画
に関する法律」にはスポーツに関係する条項もみられる。計画経済にスポーツが組
み込まれ始めたのである。財政的側面では、青少年とスポーツの助成に関する国家
予算を５年間で 1950 年の予算に対し 209 ％増やすこと、施設的側面では、ドイツ
体育大学を拡大すること、ロストックに室内水泳場、フランクフルトにスポーツ施
設、バート・ブランケンブルクにスポーツ学校、レヒリンにスキーシャンツェ、テ
テロウにモータースポーツ学校を建設することなどが定められた 7)。  
 
（４）西ドイツにおけるドイツスポーツ連盟の設立とその理念  

























単独で国際陸上競技連盟に加盟申請を行った 9)。  
 
第３項：「SED 中央委員会の決議」について  
 
（１）「SED 中央委員会の決議」の位置づけ  




ツ委員会の提案によるものであることが窺える 2)。  
 東ドイツのスポーツ史では、「この決議は基本的な重要性があった。この決議は
実際的な課題を含むとともに、社会主義の基礎を築く数年間すべてに通じる課題を
も含んでいた」 3)と位置づけられている。  
 
（２）「SED 中央委員会の決議」の構成と内容  
１）「SED 中央委員会の決議」の構成  






  前文  
   Ⅰ．ドイツスポーツ委員会の役割と課題  
   Ⅱ．学術的研究の改善  
   Ⅲ．スポーツ章「労働と平和防衛の準備」とスポーツ等級制度  
   Ⅳ．民主的スポーツ促進運動の組織形態と課題  
   Ⅴ．スポーツ団体  
   Ⅵ．地方スポーツ  
   Ⅶ．児童と青少年の身体教育  
   Ⅷ．民主的スポーツ促進運動の種目別競技団体の課題  
   Ⅸ．専門家の育成と助成  
   Ⅹ．スポーツ促進運動を発展させる際の広告及び宣伝活動の課題  
  ⅩⅠ．ドイツ統一に関する闘争における民主的スポーツ促進運動の課題  
  ⅩⅡ．平和を愛する諸国家のスポーツマンとの友好関係の強化  
 
２）「SED 中央委員会の決議」の内容  
 以下では同決議の内容を具体的に明らかにしたい。  
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100 万人の勤労者団体である FDGB の援助、大きく統一的な青少年団体である FDJ
のすべての会員と幹部の援助とイニシアチヴ、さらには我々東ドイツの指導的勢力




中央委員会は、ドイツスポーツ委員会の以下の決定に同意した 4)。  
   
Ⅰ．ドイツスポーツ委員会の役割と課題  
 ドイツスポーツ委員会の役割と課題としては以下のことが定められた。  




 ３．ドイツ体育大学の指導はその責務である。  
 ４．身体文化・スポーツ分野における関係各省の活動は、政府の決定範囲内で、
閣僚評議会議長の指示によって行われる。  
 ５．以下は、ドイツスポーツ委員会によって指導される。  
      a)教育学部の身体教育学科  
   b)大学及び学校における必修スポーツのすべて  
   c)研究活動のすべて  












スポーツ委員会とその諸機関の構造的変革が必要である 5)。  
 
Ⅱ．学術的研究の改善  












 歴史の学位論文は第一に現代史研究とし、余り古くないものとすべきである。  
 科学的理論的月刊雑誌を発行しなければならない。  













 スポーツ章は、以下の条件に分けられる。  
 １．「国民の平和と友好関係の準備」バッチ（10 才から 14 才）  
 ２．「労働と平和防衛の準備」バッチ（14 才から 16 才）  
 ３．「労働と平和防衛の完備」バッジ（16 才から 18 才－段階Ⅰ、18 才以上－段
階ⅠⅡⅢ）  

















獲得し、年末までに 150 万人に会員を増やすという課題を定めた。  
 会員の勧誘に際しては、人民所有及びそれと同等の企業の勤労者、及び、生産に
従事するすべての勤労者の参加数を継続的に増加させることに留意すべきである
8)。   
 
Ⅴ．スポーツ団体  












FDGB 幹部会は、以下によって大きな援助が可能となる。  
 a)労働組合の学校と企業から有能な幹部を民主的スポーツ促進運動に派遣する。 










  f)FDGB の会員を職場スポーツ共同体に勧誘、加入させ、スポーツ章を獲得させ
ることによって、彼らの能力を向上させる。また、能力の高いスポーツマンの
養成を助成する 9)。  
 
Ⅵ．地方スポーツ  
 地方スポーツについては主に以下のことが定められた。  










である 10)。  
 
Ⅶ．児童と青少年の身体教育  















童の課外スポーツを組織すべきである 11)。  
 
Ⅷ．民主的スポーツ促進運動の種目別競技団体の課題  




























































 全ドイツオリンピック委員会の設立を目指すべきである。  
 一つのオリンピック委員会を設立するために、共同で討議することがドイツのス














リン大元帥のいるソビエトの側で、それを積極的に精一杯防衛すべきである 16)。  
 


































ソビエトでは 1940 年幼年スポーツ学校をはじめとする青少年スポーツ学校が 262
校に達していた 17)。  
４）その他  
 その他、同決議の特徴は、主に以下のことにある。  

























































































況などがその背景にあったように考えられる。   
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定め、これらのために必要な 2050 万マルクの支出を明らかにした。  






























































ーツ促進規定は政権政党である SED によって出された「SED 中央委員会の決議」










本章では、1956 年から 1970 年までのこれら国家的機関によるスポーツ関係規定
の成立と展開について検討する。その際、総合的な内容を有する第２回以降の DT
































（１）SED 第２回党会議と社会主義の基礎建設  
 東ドイツの歴史において 1952 年は重要な転換期であった。1952 年７月９日から






換を狙ったもの」 2)であった。  
また、行政機構に関しても、1952 年にドイツ従来の５州が廃止され、その代わ
りに 14 の県が設置され、郡の数は 132 から 217 に増やされた。これは地方行政の
中央集権化と呼べる措置であった 3)。これによって東ドイツの地方行政組織と SE
D の中央集権的な党地方組織とは近似することになった 4)。  
 
（２）スターリンの死去と 1953 年６月 17 日の事件  
  このような急激な社会主義化は、決して順調に進められた訳ではなかった。19 
53 年３月のスターリンの死によって、東ドイツ指導部が動揺している時、東ドイ
ツの建設労働者がノルマの引き下げを求めてストに入ったのである。運動は瞬く間
に全国に広がり、６月 17 日には 250 箇所でストやデモが繰り広げられた。東ドイ
ツ政府は、ソビエト軍の戦車の出動を求めることなしに事態を掌握することができ

















































 「SED 中央委員会の決議」の約１ヵ月後の 1951 年４月 22 日、東ドイツはオリ
ンピック委員会（Nationales Olympisches Komitee、以下、NOK と表記）を設立し
6)、1952 年のヘルシンキ大会への参加を目指した。しかし、国際オリンピック委員
会（ Internationales Olympisches Komitee 以下、IOC と表記）ウイーン総会は、西ド











ェスであった（1950 年７月 12 日、国際チェス連盟） 8)。そして、以後表２－１に
みられるように、東ドイツの種目別競技団体、例えばサッカー、レスリング、水泳
などは 1955 年までにそれぞれ国際的スポーツ連盟の会員資格を獲得していた。  
 
表２－１   東ドイツの種目別競技団体の国際連盟への加盟  
 



















































1951. 3. 8 
1951. 4.10 





1952. 8. 2 
1952. 8. 4 
1952.11. 3 
1952.12. 3 





1955. 3. 2 
























（出典：Theorie und Praxis der Körperkultur, Beiheft, 1969, S.139 より作成）  
 
 しかしながら、東ドイツ及び東ドイツスポーツの国際的評価という点で重要であ



























４ヵ月後の 1951 年７月４日から 12 日に、教育省、ドイツ中央教育研究所、ドイツ
スポーツ委員会は共同で身体教育に関する中央専門会議を開催し、そこで幼稚園か
ら大学までの身体教育に関する新指導要領の基本方針を作成したのである 14)。  




され、卒業試験の成績は向上し、スポーツ授業の休講の数は５％に戻った 17)。  
 これに対し、この時期、課外スポーツは学校の身体教育とは発展の歩調が異なり、
相対的に低調であった 18)。  
 また、1952 年８月７日の「スポーツ・技術協会設立に関する命令」によって、
スポーツ・技術協会（Gesellschaft für Sport und Technik）が設立された。同協会
は、学校外で青少年に前軍事的訓練を施し、また、滑空スポーツ及び飛行スポーツ、
模型飛行及びパラシュートスポーツ、モーター及び航行スポーツ、射撃及びゲレン




 「SED 中央委員会の決議」では、FDGB を一つの担い手として大衆スポーツを
促進することが定められていた。その FDGB は、1952 年８月 14 日の国家身体文化
・スポーツ委員会との協約によって、人民所有及びそれと同等の企業において大衆






スポーツ諸団体に属していた 22)。  












間入りをすることをその目標の一つに掲げていたが、1951 年から 1956 年までの東
ドイツの競技スポーツにおける成果は、競技スポーツのための諸組織が設立された
こと、そしてスポーツの競技力の向上がみられ始めたことにある。  
 競技スポーツに関連する組織については、まず 1952 年９月に平均以上の学力成
績を持つスポーツに才能のある生徒に競技スポーツを準備するため、ベルリン、ラ
イプツィヒ、ノイブランデンブルクに最初の児童・青少年スポーツ学校（  
Kinder- und Jugend-Sportschule）が開校した 26)。翌 1953 年３月にはスポーツ団体
の一つとしてディナモ（SV Dynamo）が設立された 27)。同スポーツ団体所属のス
ポーツ選手は後に多く国際的なスポーツ競技会で優れた成果を収めることになっ
た。さらに 1954 年 10 月には、競技スポーツ選手のトレーニングを主な目的とする
スポーツクラブ（Sportclub）が設立された 28)。  
 これらの組織的条件が整え始められるとともに、東ドイツのスポーツ選手は高い
競技記録を出し始めた。東ドイツ最初の世界記録は、1953 年に U.ユーレヴィッツ
が陸上競技 880 ヤード走で出した２分 12 秒６という記録であり 29)、最初の世界タ
イトルは、1955 年のカヌー・スラローム世界大会で優勝した東ドイツ女子カヌー

















た 35)。  
 また、スポーツ関係の専門雑誌、例えば、「学校体育」（Körpererziehung in  
der Schule） 36)や「身体文化の理論と実践」（Theorie und Praxis der Körper- 
kultur） 37)の発刊は、スポーツの科学的知識の普及に貢献した。  
 スポーツの専門家の育成に関して重要な役割を担うことになったドイツ体育大
学（1950 年設立）は、1952 年に改築され、1953 年には大学院を開設し、1955 年に
は学位授与権を付与された 38)。さらに、1953 年ポツダム教育大学では学校スポー
ツ教師のために、ドイツ体育大学では大学卒のスポーツ教師のために通信教育が開
始された 39)。  
 
（９）スポーツ章「労働と平和防衛の準備」の展開とスポーツ等級制度の導入  










表２－２ 1951 年から 1955 年までのスポーツ章の獲得者数  






（出典：Statistisches Jahrbuch der Deutschen Demokratischen Republik 1956. 













ラスⅠ、Ⅱ、Ⅲに分けられることなどが定められた 44)。  
このスポーツ等級制度が国家身体文化・スポーツ委員会によって編纂されたのは







イツにおける競技スポーツの過度な助成の要因となったと記している 46)。  
 
（11）第３回スポーツ会議（1955 年 11 月）における急速なテンポの体育・スポー
ツ発展の必要性に関する指摘  













1961 年 DTSB 会長となり、東ドイツ崩壊寸前まで同国のスポーツを指導した中心
人物である。  












 ２．勤労者の大衆スポーツが量的には拡大したこと。  
 ３．スポーツ章の獲得者数が増加していること。  











 ５．スポーツ組織における愛国教育が未だになおざりにされていること 51)。  









































 同決定の構成は、以下の通りである。  
 
   前文  
 １．児童・青少年スポーツの促進  
        A 就学前の身体教育   
        B 義務的なトゥルネン授業  
        C 一般教育学校における課外スポーツ  
        D 職場スポーツ共同体、学校スポーツ共同体、スポーツクラブ、ピオニ
ールハウスにおける課外スポーツ  
        E 青少年スポーツに特別な問題  
 ２．大衆スポーツの促進とスポーツマンの愛国教育  
    A 大衆スポーツの促進  
    B 愛国教育  
 ３．競技スポーツ  
    A スポーツクラブの活動  
     B 競技スポーツ選手の愛国教育  
        C トレーニング活動の改善  
    D 競技スポーツにおけるその他の問題  
    E 身体文化・スポーツ分野の研究の改善  
 ４．スポーツ章「労働と祖国防衛の準備」の拡大・修正と防衛力増強のための諸
方策の導入  
    A スポーツ章  
    B スポーツ種目の補足と選手権プログラムの補充  
    C 秩序と規律強化に関する諸方策  
    D スポーツ射撃の組織  
    F 近代五種競技の組織  















童・青少年スポーツが改善されてきたこと、東ドイツ NOC が IOC に認められ、  
21 の種目別競技団体がその国際スポーツ連盟に認められたことなどがあげられて







たことなどがあげられている 5)。  
 そして、東ドイツの社会主義秩序の卓越性をスポーツにおいても明らかに示すこ
と、身体教育の内容を社会主義に応じたものとすることなどがその目標として定め
られた 6)。  
 
１．児童・青少年スポーツの促進  
A 就学前の身体教育   




に配慮すべきである 7)。  
 
B 義務的なトゥルネン授業  















６．直ちに、一般教育学校では、毎週「遊戯・スポーツの午後」（Spiel- und  








べきである 8)。  
 
C 一般教育学校における課外スポーツ  











































技や選手権大会に参加できる 10)。  
 
E 青少年スポーツに特別な問題  






種目ではその最高記録を測定すべきである 11)。  
 
２．大衆スポーツの促進とスポーツマンの愛国教育  
A 大衆スポーツの促進  














































の管理と保持に大きな注意を払う責任がある 12)。  
 
B 愛国教育  





２．「スポーツ教育の夕べ」の実施が FDGB 幹部会に委ねられる。  
３．FDJ は、青少年のスポーツマンに対する愛国教育に特別な責任を担う。  
４．スポーツ団体は、すべての指導部において、規則的に政治的問題について協議
し、スポーツマンを啓蒙することに配慮すべきである 13)。  
 
３．競技スポーツ  
A スポーツクラブの活動  




















の指導部をつくるべきである 14)。  
 
B 競技スポーツ選手の愛国教育  








られる 15)。  
 
C トレーニング活動の改善  
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学・方法教育センターを設置すべきである 15)。  
 
D 競技スポーツにおけるその他の問題  














尽力すべきである 17)。  
 






    特に以下の主要な問題に注意を払わなければならない。  
      a)ドイツの身体文化の歴史と組織に関する研究  
      b)青少年の身体教育に関する研究  
      c)スポーツトレーニングの理論、方法、技術の科学的基礎となる研究  
      d)「健康の増進と能力向上の要素としての身体文化」の問題に関する研究  












  a 以前の徒歩行軍を完全武装行軍とする。  
   b 新しい訓練として、障害物競走もしくはクロスカントリー、空気銃射撃もし
くは小口径銃射撃を導入する。  
  c 水泳の義務的課題に１－３m の飛込を新しく導入する。  
２．選択課題に関しては、男子成人と男子青少年の選択課題に小口径銃射撃と棍棒
投げを新しく導入する。  
３．1956 年４月 30 日までに、運動の条件と実施規定を公開し、その検査基準をつ
くる。  
４．1956 年中に新しいスポーツ章をつくる。  
５．スポーツ章の獲得者にさらに刺激を与えるために再履修書を作成する 20)。  
 




   a 棍棒投げをスポーツ等級制度に導入する。  




の条件に応じて採用する 21)。  
 
C 秩序と規律強化に関する諸方策  
 秩序と規律強化に関する諸方策については、民主的スポーツ促進運動と学校のス
ポーツ授業における秩序と規律をさらに強化するための基本方針をつくることな
どが定められた 22)。  
 
D スポーツ射撃の組織  







る 23)。  
 
E 近代五種競技の組織  
 近代五種競技に関しては、スポーツ団体ディナモとフォアヴァルツ、スポーツ・
技術協会、ドイツ体育大学でそれを採用することが定められた 24)。  
 
F 格闘技専門家の補足的養成  












































ヴァンデルン委員会の設置が定められた 33)。  
３）競技スポーツ  
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DTSB を中心としたスポーツシステムの構築－  
 
はじめに  
 本節では、「1956 年から 1960 年までの東ドイツにおける身体文化・スポーツ促








（１）西ドイツに追いつき追い越すことを意識した SED 第５回党大会の決議  
 1958 年７月 10 日から 16 日までベルリンで SED 第５回党大会が開催された。同
大会では、まず、近年中に東ドイツにおいて社会主義的生産諸関係を勝利に導き、
資本主義から社会主義への移行過程を終了するという、SED 中央委員会から提案








合わせて、人民議会は、「1959 年から 1965 年までの東ドイツ国民経済発展７ヵ年









の」 7)という否定的な評価を下している。  
 
（３）国際的緊張と東ドイツからの逃亡者の増加  




囲を拡大しようとし、1958 年 11 月には、西ベルリンの最終地位形態を「非軍事
化された自由都市」にすることを提案した。国際的緊張は H.フルシチョフが 19
59 年９月にアメリカを訪問したことによって緩和されたようにみえたが、西ド
イツは 1959 年末に、ベルリンにとって最良なのは現状維持であると主張した 8)。 
 H.フルシチョフがベルリンを脅かしたこと、東ドイツの経済的困難、農業の集団
化、ますます強硬になる SED の政治路線、これらすべてが 1950 年代末からの全般





（１）DTSB の設立総会と政治的色彩の強い原則と目標                         
 先に述べたように、1957 年２月７日に国家身体文化・スポーツ委員会によって  
示された「民主的スポーツ促進運動の活動と構造の改善に関する理由と提案」に基  
づいて、1957 年４月 27 日、28 日に DTSB の設立会議が開催され、28 日に DTSB 
の規約が定められた。  
 規約は次で構成されている。Ⅰ原則と目標、Ⅱ会員、Ⅲ会員の権利と義務、ⅣD
TSB の組織原理、ⅤDTSB の組織構造、ⅥDTSB の指導的機関、Ⅶ監督委員会、Ⅷ
DTSB の財政、Ⅸ表彰、Ⅹ教育的措置と処罰、ⅩⅠ出版、ⅩⅡDTSB のシンボル、
ⅩⅢ所在と司法交渉代表、ⅩⅣDTSB の規約改正。  






定められた。つまり、DTSB は大衆団体として設立されたが、FDGB や FDJ などと
同様当初から SED と国家に奉仕する政治的色彩の強い団体であり、西ドイツの D
SB と対照的なものであった。  
また、DTSB 幹部会によって招集される DTSB 総会が DTSB の最高機関と定めら
れた 3)。  




























求はしばらく実現されなかった 8)。  








水泳を助成することが定められた 11)。  
 
（３）W.ウルブリヒトの大衆スポーツに関する声明  
 東ドイツにおいて 1958 年以後一般国民スポーツ（allgemeiner Volkssport）の名
称で呼ばれた大衆スポーツの遅れは、1955 年 11 月のカール・マルクス・シュタッ
トのスポーツ会議で指摘されたように、従来の東ドイツスポーツの問題点の一つで
あった 12)。  
 1956 年２月の「閣僚評議会の決定」に基づいて、同年 11 月 22 日に旅行・ヴァ
ンデルン委員会が設置されたものの 13)、大衆スポーツへの対処は早急になされな
かったように思われる。  











の実施を呼びかけたのである 15)。  
 この時期、以下の表２－４に示すように、DTSB の会員やスポーツ章の獲得者数
は次第に増加していたが、大衆スポーツは、本質的にはその発展の初期の段階に留
まっていたとされる 16)。  
 
表２－４ DTSB の会員数とスポーツ章の獲得者数等  
 
年  会員数（人）  スポーツ章の獲得者数（人） 
1956 1163,463 123,638 
1957 1168,594 365,040 
1958 1295,305 488,898 
1959 1392,128 460,804 
1960 1439,097 449,934 
（出典：Theorie und Praxis der Körperkultur, Beiheft, 1969, S.  140 より作成）  
 
（４）競技スポーツの重点的促進と競技スポーツ促進の理由  
 1957 年の DTSB の設立は競技スポーツ領域にも大きな影響を及ぼし、特に、DT
SB の設立とともに新しくつくられたスポーツ諸連盟によって、組織的に競技スポ
ーツが促進されたので、スポーツの記録は向上したとされている 17)。  
 この DTSB は翌 1958 年の第３回幹部会（３月４日－５日）において「東ドイツ
におけるスポーツ競技力の急速な向上方策に関する DTSB 幹部会の決定」を行った。
同決定では、その時点における西ドイツとのスポーツ競技力の比較が行われるとと


















































 表２－５ 1956 年－1960 年に育成された運動指導者、審判・レフェリーの数  
年  運動指導者の数（人）  審判・レフェリーの数（人） 
1956 27,720 28,860 
1957 21,031 25,486 
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1958 37,212 29,054 
1959 37,767 30,528 
1960 42,030 32,195 
 （出典：Theorie und Praxis der Körperkultur, Beiheft, 1969, S.  140 より作成）  
 
 さらに、指導的な専門家を育成するために、1959 年バート・ブランケンブルク




























 同訓令の構成は以下の通りである。  
 
     前文  
 Ⅰ．社会主義教育  
 Ⅱ．児童・青少年スポーツ  
        就学前の身体教育  
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    トゥルネン・スポーツ授業  
    課外スポーツ  
    総合大学、単科大学及び専門学校におけるスポーツ  
 Ⅲ．大衆スポーツ  
 Ⅳ．競技スポーツ  
 Ⅴ．科学と研究  
 Ⅵ．専門家の育成と継続教育  
 Ⅶ．スポーツ医学の促進  
 Ⅷ．投資活動とスポーツ施設建設に関する諸方策  
 Ⅸ．スポーツ器材  








 以下では同訓令の内容を具体的に明らかにしたい。  
 











 「人格の全般的発達。  
  団結と集団行為のための教育。  
  労働を愛することに関する教育。  
  戦士らしい活動のための教育。  









るスポーツの有効性を次第に納得させることもある 3)。  
 
Ⅱ．児童・青少年スポーツ  




協会は密接に協力し、教育諸機関を多様な形で援助しなければならない 4)。  
 
就学前の身体教育  






 幼稚園におけるトゥルネン及び遊戯器材の設置を改善すべきである 5)。  
 
トゥルネン・スポーツ授業  





 1964 年以後、10 年制一般教育総合技術学校を卒業したすべての健康な青少年が
泳げることを保障すべきである。  




 学校スポーツ共同体の課題については主に以下のことが定められた。  
 1961 年までにすべての学校に学校スポーツ共同体をつくるべきである。  













 1961 年を初めとし、２年毎に東ドイツスパルタキアードを実施すべきである 7)。  
 
b)DTSB の基本単位組織における児童部  
  DTSB の基本単位組織における児童部に関しては主に以下のことが定められた。 
 DTSB の基本単位組織における児童部の数を増やすべきである。1965 年までに  
50 万人の児童をその児童部に獲得すべきである。その際、学校スポーツ共同体
















活動に参加できるようにするという目標が定められた 10)。  
 この課題を実現する際、中心的な役割を果たすことが DTSB に指示され、個々の
具体的な方策として主に以下のことが定められた。  
１．居住地区において活発なスポーツ的生活を展開すべきである。  





























































する強い国家代表チームをつくるべきである 13)。  















７．スポーツクラブで働く非常勤のスポーツ医師の数を増やすべきである 14)。  
 
Ⅴ．科学と研究  
 科学と研究に関しては主に以下のことが定められた。  
 学術的研究を改善すべきである。  




究所を強化、拡大すべきである 15)。  
 また、社会科学的基礎、自然科学的基礎、青少年スポーツ、大衆スポーツ、競技
スポーツは、この分野において優先して検討すべき問題として定められ、各々の基












３．1961 年までにスポーツクラブに指導本部を設置すべきである。  
４．下級生担当の教員、ピオニールの指導者、幼稚園の女性教諭の養成及び継続教
育を根本的に改善すべきである。  
   1965 年までに、  
          4600 人の学校及び大学スポーツのためのスポーツ教師  
      750 人の大衆スポーツのためのスポーツ教師  
      250 人の競技スポーツのためのトレーナー  
     110000 人の勤労者スポーツのためのスポーツ組織者と運動指導者  
     50000 人の学校スポーツ共同体のためのスポーツ組織者と運動指導者  
     50000 人の企業の補償体操のためのスポーツ組織者と運動指導者  
   を養成すべきである。  
 我々のスポーツの発展にとって、最も重要なことの一つは、DTSB によって資格
を付与される運動指導者、スポーツ組織者、幹部の養成である。  
 以下の方策は緊急を要する。  






て、年々スポーツ医学の重要性が増していることが指摘されている 19)。  
  そして保健省を中心として実施すべき方策として主に以下のことが定められた。 
１．1960 年中にライプツィヒにスポーツ医科学センターを建設する。  
２．1960 年中にカール・マルクス大学にスポーツ医学講座を開設する。  
３．1960 年中にスポーツ医師の特別専門養成課程を開設する。  
４．医学計画及び調整評議会にスポーツ医学専門グループをつくる。  
５．1960 年中にスポーツ医学関係の雑誌を発刊する。  




 投資活動に関しては主に以下のことが定められた。  
 スポーツ場及び運動場を、住民の援助で特に居住地区に設置する。  
 1965 年までに以下の重要なスポーツ施設を建設すべきである。  
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  ２－50ｍの屋内プール  
    ９－25ｍの屋内プールと 50ｍの屋外プールを両方備えたプール  
    ４－人工スケートリンク  
  ２－スピードスケート用リンクを備えた遊戯用リンク  
  ５－スポーツ及び会議ホール  
  １－95ｍの大ジャンプ台  
  １－青少年・ボートセンター  
 100 －体育館  
 投資の財源として、政府、県、郡、自治会評議会は、9600 万マルクを、国家身
体文化・スポーツ委員会は、人民所有企業スポーツ・トトの純利益から１億 1440








  b 大規模なスポーツ施設建設の計画と準備のために、計画にかかわる企業を専門
化する。  
  c 県の体育館を建設する際、建設の関心を建設場所と建設時間に出来るだけ向け
る。  
  d スポーツ施設の建設に関する新しい手引き書を作成する。  
  e 既存のスポーツ施設や設備の整備や管理を改善する 23)。  
 
Ⅸ．スポーツ器材  





の基金をつくる 24)。  
 
Ⅹ．財政  
 財政に関しては主に以下のことが定められた。  






































れた DTSB を大衆スポーツの中心的な担い手とすることが確認され、1965 年まで
に人口 500 人以上のすべての自治体に DTSB の基本単位組織をつくる、DTSB 郡指








































g. 中長期的で具体的な目標設定  

















56 年から 1960 年までの東ドイツにおける身体文化・スポーツ促進に関する訓令」
と比較すると「社会主義教育」「スポーツ医学」について項目がたてられ、重視さ
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しうる経済状態が到来していたのである 7)。  





（４）1960 年代の若者の教育  






























動が 1959 年から始まった。「ゴールデン・プラン」は、西ドイツ NOK が提案し、














（２）「DTSB 第２回総会決議」（1961 年）と東ドイツにおけるスポーツの目標  
 「1965 年までの社会主義的身体文化・スポーツ発展に関する国家身体文化・ス
ポーツ委員会の訓令」が出された翌 1961 年の５月 27 日、28 日に DTSB 第２回総
会が開催され、28 日には同総会の決議が行われた。  
同決議は以下で構成されている。  
 
  Ⅰ DTSB－東ドイツにおける新しい生活の共同形成者  
  Ⅱ DTSB－ドイツスポーツの優れた伝統の保護者  
  Ⅲ DTSB は両ドイツ国家の協調と協力を目指す  
  Ⅳ DTSB－東ドイツスポーツの主導者、組織者  
       A 児童・青少年スポーツの全般的発展に関して－「すべての青少年がス
ポーツ活動を行う」ことの実現－  




       C DTSB はスポーツの高い競技成績を目指す  
  Ⅴ スポーツ施設とスポーツ器材  
  Ⅵ DTSB の所轄諸機関の責任を引き上げよ！        
 






ラテンアメリカの新国家の援助などが記されている 2)。  
 「DTSB－ドイツスポーツの優れた伝統の保護者」という項目では、DTSB がド
イツスポーツの優れた伝統を受け継いだものであり、それを DTSB が社会主義国家
である東ドイツにおいて継承していく方針が主に述べられている 3)。  
  「DTSB は両ドイツ国家の協調と協力を目指す」という項目では、過去における
様々な問題とともに、困難があっても西ドイツのスポーツ幹部やスポーツマンとの
スポーツ交流を継続する方針が示されている 4)。  
 「DTSB－東ドイツスポーツの主導者、組織者」という項目の冒頭では、第４回
ドイツトゥルネン・スポーツ祭や 1964 年のオリンピックで卓越した成果を収める
























年 600 万人から 800 万人の市民を様々なスポーツ行事に参加させること、1965 年
までに居住地区において 125 万人を規則的なスポーツ活動に獲得すること、企業や
行政機関における補償体操を 1965 年までに 100 万人まで増加させること、スポー
ツ章の獲得者数を 1965 年までに 200 万人にまで増加させることなど、児童・青少





成、継続教育の実施、DTSB の会員の拡大などがその主なものである 8)。  
 「DTSB はスポーツの高い競技成績を目指す」という項目は、競技スポーツに関
することであり、まず、1965 年までに多くのスポーツ種目で世界水準に到達する






に対する社会主義教育の強化などがその主なものである 10)。  
 「スポーツ施設とスポーツ器材」という項目では、まず、現存するスポーツ施設
を十分に利用すること、新しい遊戯及びスポーツ施設をつくることの重要性が指摘
された 11)。  
  スポーツ器材については、1965 年までの発展に関する国家身体文化・スポーツ
委員会の訓令に基づいて、その生産と供給を行うことが指示された 12)。その他、
輸入品に大きく依存しないように、質の高いトレーニング及び競技用具・器材の開
発が指示された 13)。  
 「DTSB の所轄諸機関の責任を引き上げよ！」という項目では、1965 年までに定
められた課題の実現には、DTSB のすべての諸機関とそのスポーツ諸連盟の質の高
い指導が重要であるとされ、幹部の質の向上、諸機関との共同作業、スポーツ促進





めて明示された 15)。      





















表２－６「1965 年までの社会主義的身体文化・スポーツ発展に関する国家  


























Ⅳ．競技スポーツ  C.DTSB はスポーツの高い競技成績を
目指す  
Ⅴ．科学と研究   
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Ⅵ．専門家の育成と継続教育   




Ⅸ．スポーツ器材   






















 東ドイツスポーツ史では、 1960 年代初頭に DTSB を主導としたスポーツの促




スポーツ分野では 1960 年代初頭までの相互に頻繁な交流があった 17)。  
 しかし、ベルリンの壁建設を契機として、スポーツ交流に大きな障害があらわれ
た。壁建設から３日後の８月 16 日、西ドイツの DSB は、「デュッセルドルフ決議」
なる抗議声明を発し、正常なスポーツ交流は不可能であるという理由から、以後加
盟団体の東ドイツへの選手派遣を禁止したのである 18)。  
 このような措置に対し、DTSB は、同年 11 月 14 日チェコ・スロヴァキアのスポ
ーツ統括団体とスポーツ協約を結ぶなど、社会主義諸国とのスポーツ交流の強化を






の選考会も行われた 20)。  










国民教育機関と DTSB が密接に協力することが必要であると述べられたのである 2
3)。  
 このことは数的にもはっきりとあらわれ、東ドイツの学校スポーツ共同体と DT
SB に組織される生徒数は、1961 年から 1963 年に２倍に増え、120 万人になった。
1963 年末には学校スポーツ共同体では 70 万人、DTSB では 50 万人の生徒がスポー






ポーツに関して多面的な身体的基礎形成の重要性を指摘した 26)。  
 1963 年９月 21 日に SED 中央委員会政治局によって公表された「青少年の期待
と責任」というコミュニケは、この問題をさらに進め、多面的な身体的基礎形成の
ために、「年齢に応じたスポーツ運動や競技を通じて、可能な限り早く青少年を規
則的なスポーツ活動に慣れさせること」 27)を要求した。  









のさらなる促進に関する教育省幹部会の決定」29)、1965 年２月 25 日の「統一的社









 この目標の実現を委ねられた DTSB はその第２回総会（1961 年）において、毎
年 600 万人－800 万人の市民を様々なスポーツ行事に参加させる、1965 年までに居
住地区において 125 万人を規則的なスポーツ活動に獲得する、企業や行政における
補償体操（Ausgleichsgymnastik）を 1965 年までに 100 万人が参加できるように拡
大するなどの目標を定めた 31)。そして、そのために、既存の方法、例えばオリン
ピア集会 (Treffpunkt Olympia）、国民スポーツデ （ーVolkssporttage）、スポーツ祭、
企業・居住地区・村落における競技会、居住地区における女性の体操、休暇施設、
レクリエーション及び行楽センターにおけるスポーツを強く助成し、また新しい形
態と方法をつくる、という方針を打ち出した 32)。  
 その結果、表２－７に示すように、DTSB の会員数は次第に増加するとともに、
様々なスポーツ行事に参加する人々の数も多くなった。例えば、1963 年の国民ス
ポーツデーには 90 万人にもの人々が参加し 33)、1964 年に初めて実施された冬季ス
ポーツデーには 76 万人が参加した 34)。  
 
 表２－７ 1960 年－1964 年の DTSB の会員数  














や世界選手権などで優れた成果を収めることが目標とされた 35)。  
 しかし、同訓令が出された 1960 年に開催された第８回冬季オリンピックスコー






 ＊第８回冬季オリンピックスコーバレー大会における東ドイツの獲得メダル  
    金メダル ２ スキージャンプ（１）、スケート（１）  
  銀メダル １ スケート（１）  
（出典：Skorning, Lothar. “CHRONIK DES DDR -SPORTS Teil Ⅲ : 1956-1960”; in:  
BEITRÄGE ZUR SPORTGESCHICHTE, 3 (1996), S. 30.) 
   
 ＊第 17 回夏季オリンピックローマ大会における東ドイツの獲得メダル  
    金メダル ２   水泳飛込（１）、カヌー（１）  
  銀メダル ９   陸上（４）、自転車（３）レスリング（１）、ボート（１）  
  銅メダル ７   陸上（３）、水泳（３）、ボクシング（１）  
（出典：Skorning, Lothar. “CHRONIK DES DDR -SPORTS Teil Ⅲ : 1956-1960”; in:  
BEITRÄGE ZUR SPORTGESCHICHTE, 3 (1996), S. 33.）  
 
 けれども、東ドイツのスポーツマンは翌 1961 年から世界的な記録を出し、種々
の大会で活躍し始める。とりわけ高い水準にあったのが、陸上、水泳、スキージャ
ンプ、自転車、カヌー、スケートなどであった 36)。  
 その結果、東ドイツは、1964 年の第９回冬季オリンピックインスブルック大会
では、金メダル２（ボブスレー）、銀メダル２（ボブスレー）を獲得するに留まっ
たが 37)、第 18 回夏季オリンピック東京大会では金メダル３、銀メダル 11、銅メダ
ル５を獲得した 38)。  
 
 ＊第 1８回夏季オリンピック東京大会における東ドイツの獲得メダル  
  金メダル ３ 水泳飛込（１）、カヌー（１）、陸上（１）  
  銀メダル 11 陸上（３）、水泳（５）、ボート（１）、体操（１）、  
ヨット（１）   
銅メダル   ５ レスリング（１）、体操（１）、馬術（１）、サッカー（１）、
ボクシング（１）  




訓令」（1960 年）以後幾つかの方策が講じられた。  





計画的な助成であった 40)。  











表２－８ 児童・青少年スパルタキアードの開始経緯に関する年表  
年月  事項  
1963 年 10 月  DTSB 幹部会で児童・青少年スパルタキアードに関する発議がなさ
れる  
1964 年９月  W.ウルブリヒトが 1965 年からスパルタキアードを実施し、1966 
年から２年毎に中央スパルタキアードを実施することを通知  
1965 年６月  すべての郡で夏季スポーツ種目の児童・青少年スパルタキアード
が実施  
1965 年７月  すべての県及びベルリンで児童・青少年スパルタキアードが実施  
1966 年２月  冬季種目での第１回中央児童・青少年スパルタキアードが実施  
1966 年７月  夏季種目での第１回中央児童・青少年スパルタキアードが実施  
 
（出典：Simon, Hans. “CHRONIK DES DDR-SPORTS Teil Ⅳ : 1961-1965”; in:  






る J.C.F.グーツムーツの名をとったこの賞は 1961 年以後毎年優れたスポーツ科学
研究を行った者に送られ、K.マイネル（運動学）などがこの賞を授与した 45)。  
 1961 年４月 28 日に科学評議会が科学・方法評議会に改組された 46)。これによっ
て東ドイツのスポーツ科学研究は新たな段階に入ったとされる 47)。  
 この科学・方法評議会に、1961 年 11 月１日スポーツ医学部門がつくられ 48)、さ
らに、1963 年９月１日には、国家身体文化・スポーツ委員会にスポーツ医学局が
設置されるなどスポーツ医学制度はこの時期にも整備されていった 49)。  
 専門家の資格については、1955 年までは指導的な専門家の資格を得るには半年




表２－９ 1960 年から 1964 年までの DTSB の運動指導者と審判・レフェリーの数  
年  運動指導者数（人）  審判・レフェリー数（人） 
150 
 
1960 42,030 32,195 
1961 50,539             30,867 
1962 79,669 29,695 
1963 95,097 35,514 
1964 100,595 39,256 


















































の国民生活を律する法であることが強調されている 1)。  
1950 年に制定された「青少年法」に代わる「第２次青少年法」が人民議会によ



















 「第２次青少年法」の構成は以下の通りである。  
Ⅰ．東ドイツの青少年と将来のドイツ  
Ⅱ．国民経済発展への青少年の参加（第１条から第９条）  
Ⅲ．若い世代の育成と資格付与（第 10 条から第 20 条）  
Ⅳ．健康的で文化的で喜びに満ちた世代の助成（第 21 条から第 33 条）  
Ⅴ．国家指導への青少年の協力と社会主義的青少年教育の原則を実現する際の  
国家及び経済諸機関の責務（第 34 条から第 44 条）  
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第 10 条 (1)では、東ドイツの青少年には同等の教育権利がある、つまり、統一的
社会主義教育制度によって、青少年には、全般的な－精神的、道徳的、身体的－陶
冶と教育を受ける権利があることが確認された 6)。  
第 10 条 (4)では、身体教育は若い世代における陶冶と教育の統一的システムの重
要な構成要素として、また、青少年の多面的な身体的基礎形成に役立つものと規定
され、身体教育の助成がすべての教師、教育者及び社会的諸機関に定められた 7)。 
第 25 条 (3)では、青少年施設、文化施設、スポーツ施設の本来の目的を外れた使
用を禁じることが定められた 8)。  
第 26 条 (1)では、青少年の社会主義教育に役立つ方策や行事に国家的優遇措置を
講じることが定められた。そして、FDJ やそのピオニール組織エルンスト・テール
マン、DTSB、スポーツ・技術協会、FDGB 及び旅行・ヴァンデルン委員会によっ
て組織されるすべての青少年行事やスポーツ行事は免税と定められた 9)。  
第 26 条 (2)では、青少年やスポーツマンの旅行運賃割引を交通にかかわる国家的
機関によって保障することが定められた 10)。  
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第 27 条 (1)では、身体の基本的特質の育成が若い世代の身体教育の内容として定
められた 11)。  
第 27 条 (2)では、すべての青少年を獲得し、彼らに規則的なスポーツ活動をさせ
ようとする DTSB の努力を援助することが国家及び経済諸機関に定められた。また、
社会主義国的民スポーツに関する重要なすべての問題は DTSB 指導部で協議すべ
きとされた 12)。  




めの東ドイツスポーツ章を体系的に組織することが定められた 13)。  
第 27 条 (4)では、総合大学、単科大学及び専門学校における義務的な身体教育を
確実にし、自由意志のスポーツを体系的に発展させること、大学及び専門学校スポ
ーツ共同体によって毎年開催されるスポーツ祭において規則的なスポーツ活動を
実施することが定められた 14)。  
第 28 条では、高い水準のスポーツ成績を志向する青少年スポーツマンの援助、
若い競技スポーツ選手の育成、東ドイツのスポーツマンと他国のスポーツマンの関
係の促進が国家的諸機関に定められた 15)。  
第 29 条 (1)では、国民経済計画に基づいて、スポーツの器材や用具及びヴァンデ
ルンの用具をさらに生産、準備することが指示された 16)。  
第 29 条 (2)では、居住地区、市町村、レクリエーションセンターにおける国民ス
ポーツを援助するために、DTSB、スポーツ・技術協会、民主的ドイツ国民戦線と
協力し、スポーツ用具や小規模のスポーツ施設をつくること、トレーナーやコーチ
の活動を援助することが地域人民議会やその諸機関に指示された 17)。  
第 30 条 (1)では、旅行・ヴァンデルン委員会と協力し、すべてのヴァンデルン領
域のカタログを編集することが地方の諸機関に指示された 18)。  
第 30 条 (2)では、旅行・ヴァンデルン委員会と協力し、興味深く、内容豊かな学
校ヴァンデルンの実施を保障することが所轄の国家的機関、オーベルシューレ、職
業学校の指導者に指示された 19)。  
第 30 条 (3)では、特に社会主義建設に卓越した功績を示した青少年や少女に国際
的な青少年旅行を考慮することが指示された 20)。  
第 30 条 (4)では、特に冬季においてユースホステルを地方の青少年に十分利用さ
せることが指示された 21)。  
第 30 条 (5)では、ユースホステルや他の旅行宿泊所、キャンプ場をさらに改善す
ることが指示された 22)。  
第 31 条 (1)では、余暇形成の担い手が、国家及び経済諸機関、社会主義的企業、
産業別組合と定められた 23)。  
第 32 条 (2)では、青少年の健康管理をさらに強化し、計画的に実施するという保
健省と教育省の責任が確認された 24)。  




じることが定められた 25)。  
第 39 条 (2)では、郡、都市、市区、市町村ではその時々につくられる協議会が、
常任委員会、青少年担当、相応の社会的組織の指導部と協力し、これらの諸方策を
準備することが定められた 26)。  
第 39 条 (3)では、企業、国家的機関、産業別組合がこれらの諸方策を準備する際、
FDJ、FDGB、DTSB、その他の社会的組織及びすべてのスポーツマンや青少年と協
力することが各々幹部会の指導部に指示された 27)。  
第 45(2)条では、この法律を実施するために必要な法的規定を公布することなど


















































 壁建設以後においても東ドイツではイデオロギー教育が強化されていたこと、  















身体文化発展の将来計画作成に関する訓令を決議した」 2)とのみ記されている。  













 同訓令の構成は以下の通りである。  
 
   前文  
 １．社会主義的身体文化発展の基本方針  
 ２．社会主義的身体文化の各領域発展の主要課題  
   2.1 児童・青少年スポーツ  
      2.2 総合大学、単科大学、専門学校及び教育諸機関における身体文化とスポー  
ツ（学生スポーツ）  
   2.3 成人の身体文化とスポーツ（一般国民スポーツ）  
   2.4 競技スポーツ促進の根本原理  
 ３．科学と研究発展の基本方針  
 ４．スポーツ医学の促進  
 ５．専門家の資格付与と継続教育  
 ６．身体文化の物資的、技術的諸条件の拡大  












 以下では同訓令の内容を具体的に明らかにしたい。  















  １．健康とレクリエーション、身体的達成能力の改善、長寿、興味深く、意義  
深い余暇の形成。  
  ２．平和の保持と強化。  
  ３．すべての国のスポーツマンや国民との友好関係を確立、強化し、東ドイツ  
の国際的名声を高めること。  
   ４．両ドイツ国家の協調と和解 5)。  
 そして、社会主義的身体文化発展の基本方針として主に以下のことが定められた。 




  ２．学校、企業、余暇及びレクリエーションにおいて、意識的に多様なスポー  
ツ活動を行う中で、価値ある性格属性、例えば、勇気、大胆さ、決断力、 
持続力、根気、集団態度を形成する。  
  ３．規則的なスポーツ活動、旅行、目的に適った身体的負荷、身体修練を伴う  
レクリエーションを、我々の時代の人々の不変な習慣、真の生活欲求とし  
なくてはならない。  
  ４．身体文化は、社会主義的国民文化に内在する固有の構成要素である。文化  
的水準には、すべての市民の身体的達成能力の発達、スポーツ運動の高度
な達成水準も属する。  
  ５．国際スポーツ諸連盟、国際オリンピック促進運動におけるすべての国のス  
ポーツマンとの会合とその協力は、平和的共存が生きていること、有効な  
ことの証明である。  
  ６．ドイツにおいて、社会主義的スポーツ促進運動は、その接近と協調に貢献  
し、同時に、国家的問題の平和的解決に貢献するという課題を持つ 6)。  
 
２．社会主義的身体文化の各領域発展の主要課題  
2.1 児童・青少年スポーツ  







４．余暇の内容を豊かにし、興味深いものとする 7)。  
 
就学前の身体教育  







 DTSB の年少児童グループの数を増やすべきである 8)。  
 
スポーツ授業  




 多面的な身体の基礎形成がスポーツ授業の中心となる。  
 1970 年までに以下のことを達成すべきである。  
  １．義務課程において、児童・青少年はそれぞれの年齢段階のスポーツ章の  
条件を満たす。  
  ２．８年次終了までにすべての健康な児童を泳げるようする。  
 身体的陶冶と教育の重要な課題の一つは、スポーツ授業の質の継続的な改善とス
ポーツ時間の十分な利用である 9)。  
 
課外スポーツ  
 課外スポーツに関しては主に以下のことが定められた。  




 課外スポーツの促進には特に以下の諸方策が必要である。  
  １．年齢段階や等級に応じた目的に適った統一的な競技システムをつくり、  
    規則的な競技活動に多くの生徒を組み入れる。  









担う 10)。   
 
2.2 総合大学、単科大学、専門学校及び教育諸機関における身体文化とスポーツ（学












 以下のことが重要であり、奨励される。  
１ . 大学・専門学校スポーツ共同体の数を増加させ、現在の活動をさらに強化す  
べきである。  
 ２ .すべての学生のために、多様な競技を組織すべきである。  
  ３．外国の学生スポーツ組織との国際学生スポーツ交流を奨励すべきである 11)。 
 






 1970 年まで課題としては以下が重要である。  
  １．遊戯、競技活動に組み入れられるチームやグループは、多面的な身体的  
基礎形成や競技会の準備を改善するために、少なくとも週２時間、計画的
なトレーニングを行うべきである。  
  ２．スポーツグループは、少なくとも週２時間のスポーツや旅行を行うことを  
目指すべきである。  
  ３．各スポーツ連盟は、県及び郡の DTSB 指導部と協力し、常に新しい会員と  
スポーツマンをその種目で獲得することに努力すべきである。特に、陸上、 
水泳、ボールゲームの促進が重要である。  
  ４．スポーツ章をスポーツ活動の中心とすべきである。  
  ５．特に、居住地区、企業、近郊の保養・余暇地域において、積極的なレクリ  
エーションを目的とする自主的なスポーツ、旅行の諸条件をつくるべきで  
ある。  
  ６．ラジオ、テレビ、新聞、映画は、自主的なスポーツ、旅行に関する適切な  
刺激と指導を市民に与えることを援助すべきである。  
  ７．常に運動指導者、スポーツ組織者、審判の獲得、養成、及び継続教育に配  
慮すべきである 12)。  
 
2.4 競技スポーツ促進の根本原理  







 競技スポーツ領域の課題決定に際して、以下の点に注意すべきである。  
  １．原則として、世界の水準に到達し、さらにその水準を引き上げることに競  
    技スポーツを方向づけるべきである。  
  ２．質的、量的な観点からの後継者の選抜と助成の根本的改善が競技力向上の  
決定的な条件となる。  
  ３．広義でのトレーニングやスポーツ的訓練は、スポーツマンの人格陶冶を  
導かねばならない。  
  ４．さらなる競技力向上のテンポは、複合的な学術的研究から得られた知識に  
よって決定される。  
 さらなる発展の基本方針と現状分析から、重点が以下のように定められた。  




  ２．すべてのスポーツ種目や種類において、その時々の最高の科学水準を用い  
て訓練ができるように、実践と理論において完成されたトレーニングシス
テムをつくるべきである。  
   ３．競技スポーツ領域の学術的研究を早いテンポでさらに発展させるべきで  
ある。その際、自然科学的、生物学的及び社会科学的領域の確立と強化を
優先する。  
  ４．競技者の包括的な健康の促進と能力向上を保障するために、スポーツ医学  
的管理システムをさらに発展させるべきである。  
  ５．すべてのレベルにおいて、成績向上の刺激として、スポーツ等級制度を  
効果的に利用すべきである。  
  ６．競技スポーツのすべての領域で、計画的に、そして将来を見据えた観点か  
ら、専門家の質を引き上げなければならない。  
  ７．課題を解決する際の重要な基礎は、競技スポーツの計画と指導の目的に適  
ったシステムである。スポーツ医学的指導の強化、責任の明確な区分が  
競技スポーツにとって根本的に重要である 13)。  
 
３．科学と研究発展の基本方針  
    科学と研究発展の基本方針に関しては、主に以下のことが定められた。  
 決定に際しては以下のことを考慮すべきである。  
  １．マルクス・レーニン主義に基づいて、スポーツ科学のシステムを計画的に  
完成させることが必要である。  





  ３．レクリエーション領域では、生活様式の科学的理論や方法をつくること、 
積極的な手段としての身体文化やスポーツの役割を定めることが必要で
ある。  
  ４．自然科学的及び医学的分野を研究に取り入れ、促進しなければならない。 







り、指導的機関である 14)。  
 
４．スポーツ医学の促進  























 教師、幹部の以前の賃金支払い制度を再検討し、改善すべきである。  
 陶冶及び教育にかかわる国家的諸機関の専門家の養成及び継続教育に関しては
以下が重要である。  







  ３．下級の教師の一部を低学年のスポーツ授業ができるように４年間の専門課  
程で養成し、また体系的に継続教育を施す。  







 さらに、大学卒のスポーツ教師は、  
  １．就学前、低学年領域において指導的であり、継続教育ができなければなら  
ない。  
  ２．DTSB と協力し、学校スポーツ共同体において意図的計画的なトレーニン  
グ活動ができ、運動指導者・審判の養成や指導に精通し、そして自分の選
択種目の基本的及び複合的なトレーニングができること。  
  ３．健全な生活態度を生徒に教える際、学校長の相談役として、また、学校医  
の助力者として、予防的な方策によってその活動を援助する。  
 競技スポーツ領域に従事する専門家の育成、継続教育をさらに改善すべきである。 
 以下のことを保障すべきである。  
   １．すべてのオリンピック種目の専門家に関して、ドイツ体育大学において  
養成機会をつくる。  
  ２．特定のスポーツ種目で専門家養成の特別な方策を講じる。  
  ３．トレーナー養成に職務補佐を配置する。  
  ４．各スポーツ連盟を通じて、審判を含めたすべてのボランティア及び兼任の  
専門家の体系的な継続教育を保障する。  




 さらに以下のことを保障すべきである。  
  １．DTSB において専門学校レベルのスポーツ教師をその都度養成する。  
  ２．改正されたプログラムに基づいて、運動指導者の養成及び継続教育を実施  
する。  
  ３．ボランティアの幹部を計画的に、そして様々な手段や方法によって有資格  










  １．中心となる重要施設の建設（スポーツ科学やスポーツ医学を含めた競技ス  
ポーツ施設の建設）  
  ２．東ドイツの政治的、経済的中心地における施設建設  
  ３．スポーツ施設の維持・再建  
 国家身体文化・スポーツ委員会は、スポーツ用具や器材（スポーツウエアを含む）
の継続的な生産や供給について有効な手段を講じるべきである。  










成し、課題の解決を行う 18)。  
 








1960 年の訓令ほど具体的なものではない。  












































































ようとすることが窺える。また、DTSB 第３回総会が開催されたのは翌 1966 年６
月３日、４日であったが、DTSB 幹部会は、1965 年 10 月 21 日の第 17 回会議にお
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（１）「DTSB 第３回総会決議」（1966 年６月） 

































































































































































































ルシューレの第９学年、第 10 学年の生徒の 88％が泳げるようになった 8)。 
 
（３）スポーツ後継者選抜・育成のための中央児童・青少年スパルタキアード 
 1966 年７月 24 日から 31 日にかけて第１回東ドイツ中央児童・青少年スパルタキア
ードがベルリンで開催された。この競技は 23 のオリンピック種目で行われ、約 12000
人が参加した。競技終了後、三つのことが指摘された 9)。 








年まで予選に参加する数は毎年約 20 万人ずつ増え、1970 年には夏季大会では 280 万人、








1967 年に週休２日制が導入されたことである 13)。 
 これによって勤労者がスポーツを行うことのできる機会が増大した。それに伴い東ドイ
ツでは 1967 年頃から多種多様な大衆スポーツ行事が活発に展開されていく。 
 まず、1967 年１月には第７回の「何千人もの卓球選手権」が行われ 14)、２月には以後毎
年開催されることになった 10km の大衆スキー走がシュミーフェルドで初めて行われた 15)。
また、同年 10 月には「走れ－君－健康－運動」が始まった 16)。 
 同年、労働組合の休暇センターでは、休暇中の人の 50％以上が大衆スポーツ行事に参加







81 のメダル、1968 年には 94 のメダルを獲得した 18)。 
 オリンピックに関しては、東西ドイツは従来統一ドイツチームを組織して参加していた
が、1965 年 10 月第 63 回 IOC 総会が東ドイツの単独オリンピックチームを承認したこと




を獲得するに留まったが、1968 年の第 19 回夏季オリンピックメキシコ大会（10 月 12 日－
27 日）では、金９、銀９、銅７のメダルを獲得した 21)。この成績は、金メダルの数では、
アメリカ 45、ソビエト 29、日本 11、ハンガリー10 に次ぐものであった。 
 
東ドイツのスポーツ選手が獲得した 1968 年のオリンピックメダルとスポーツ種目 
            冬季大会        夏季大会 
金メダル    スケート１              レスリング２、ボート２、陸上２、水泳２、 
ボクシング１ 
銀メダル    スケート１、フィギア１  陸上３、水泳３、体操２、ボート１ 
銅メダル    スケート１、スキー １  体操２、射撃２、ヨット１、陸上１、 
水泳１ 
（出典：Theorie und Praxis der Körperkultur, Beiheft, 1969 などより算出） 
 








 東ドイツにおけるスポーツ科学の中心地であったドイツ体育大学は、1965 年 10 月に学
位授与権を獲得し、その地位をさらに高めた 23)。 
 この一方で 1960 年代後半にもスポーツにかかわる専門家の育成は継続され、1970 年に
は DTSB に 14 万人の運動指導者がおり、1961 年には３万人であった審判・レフェリーも










の政治組織である」と謳われ、SED の指導的地位が憲法上ここに初めて宣言された 2)。 
東ドイツのスポーツ史家 W.アイヘルは、「1968 年４月６日に採択された社会主義憲法
は、ドイツ憲法において初めて身体文化とスポーツを包括的な方法で国法上に据えた。


















































































































































































































 ここでは、主に DTSB の役割について述べられ、主に以下のことが定められた。 
 1980 年までに、すべての市民の約 35％を DTSB、学校スポーツ共同体、スポーツ・技 
術協会の種目別競技組織と基本単位組織、職場及び居住地区のスポーツグループの会員と 
できる諸条件をあらゆる所でつくるべきである。 
 DTSB の指導者と構成員は、広範な大衆、青少年、選手の種目別の練習・トレーニング 
競技活動を目的的且つ継続的に発展させることが責務である。スポーツ共同体と種目別 
競技組織の数を増加させるために、DTSB の指導力を強化することが必要である。 
 1980 年までに、市民の約 20％をスポーツ競技に参加させることを目標とする。 
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ドイツ体育大学に関して、1968 年２月 10 日に当該の中央委員会事務長として、E.ホー
ネッカーは、ライプツィヒの「身体文化・スポーツ研究所」（Forschungsinstitut für Körperkultur 












きた国家身体文化・スポーツ委員会は、1970 年６月 17 日の閣僚評議会の命令によって、




























































 一方、この時期にも DTSB の会員数は増加し、1969 年には 200 万人を突破し、住民の
約 12.1％が DTSBの会員となった 18)（表３－１参照）。 
 

































  スポーツ科学とスポーツ実践の関係を充実させる 
  DTSBの会員－東ドイツの自覚的市民 
  DTSBにおける管理・指導活動のより高い質のために 
  専門家の目的に適った活動－DTSB指導部の緊急の関心事 

















































































































































































































































































































１）Seifert, Manfred. RUHM UND ELEND DES DDR-SPORTS. Keine Bilanz - Aufgeschriebenes  
208 
 
aus 40 Jahren eines Sportjornalisten. Verlag Bock & Kübler: Berlin, 1990, S. 66. 
２）次を参照。Fuchs, Ruth / Ullrich, Klaus. Lorbeerkranz und Trauerflor. Aufstieg und 
 "Untergang" des Sportwunders DDR. Dietz Verlag: Berlin, 1990. 
３）Simon, Hans. “CHRONIK DES DDR-SPORTS Teil Ⅳ: 1961-1965”; in: BEITRÄGE ZUR 
SPORTGESCHICHTE, 4 (1997), S. 15. 
４）Ebenda, S. 21. 
５）長谷川公之、山本茂、衝撃東ドイツスポーツ王国の秘密、テレビ朝日：東京、1990年、 
91-95頁。 
６）Eichel, Wolfgang (Hg.). Die Gestaltung der sozialistischen Körperkultur in der Deutschen 
Demokratischen Republik bis 1981. Illustrierte Geschichte der Körperkultur. Bd.Ⅱ . 
Sportverlag: Berlin, 1983, S. 158. 
７）Gesetzblatt der Deutschen Demokratischen Republik, Teil Ⅱ, Nr. 57, 8.7.1972, S. 423. 
８）Ebenda. 
９）身体文化・スポーツ内閣官房の発した諸規定として例えば次をあげられる。Anord- 
nung über die Wahrnehmung der Verantwortung der Betriebe und staatlichen Einrichtungen 
auf dem Gebiet von Körperkultur und Sport. Gesetzblatt der Deutschen Demokratischen 
Republik, Teil Ⅱ, Nr. 71, 13.12.1972, S. 835-836. 
10）Eichel, Wolfgang (Hg.). Die Gestaltung der sozialistischen Körperkultur in der Deutschen 
Demokratischen Republik bis 1981, a.a.O., S. 158. 
11）Simon, Hans. “CHRONIK DES DDR-SPORTS Teil Ⅳ: 1966-1970”; in: BEITRÄGE ZUR 
SPORTGESCHICHTE, 5 (1997), S. 29. 
12）Bernett, Hajo (Hg.). Körperkultur und Sport in der DDR. Dokumentation eines geschlossenen 
Systems. Verlag Hofmann: Schorndorf, 1994, S. 133. 
13) Empfehlungen des Komitees für Körperkultur und Sport der DDR für die weitere 
Leistungssteigerung der jungen Generation auf der Grundlage der Beschlüsse des Ⅷ.  
Parteitages der SED. 
14）Empfehlungen des Komitees für Körperkultur und Sport der DDR für die weitere Entwicklung 
von Körperkultur, Sport und Touristik der Werktätigen als Beitrag zur Verwicklung der vom 
Ⅷ. Parteitag der SED beschlossenen Hauptaufgaben. 
15）Simon, Hans. “CHRONIK DES DDR-SPORTS Teil Ⅴ: 1966-1970”, a.a.O., S. 25. 
16）Ebenda, S. 9. 
17）Ebenda, S. 25. 
18）Ebenda. 
第３項 
１）Eichel, Wolfgang (Hg.). Die Gestaltung der sozialistischen Körperkultur in der Deutschen 
Demokratischen Republik bis 1981. Illustrierte Geschichte der Körperkultur. Bd.Ⅱ . 
Sportverlag: Berlin, 1983, S. 156-158. 
２）Theorie und Praxis der Körperkultur, 9 (1970), S. 805-806. 










11）Ebenda, S. 809. 
12）Ebenda. 
13）Ebenda, S. 810. 
14）Ebenda. 
15）Ebenda. 
16）Ebenda, S. 811. 
17）Ebenda. 
18）Ebenda. 
19）Ebenda, S. 812. 
20）Ebenda, S. 812-813. 
21）Ebenda, S. 813-815. 
22）Ebenda, S. 815. 
23）Ebenda, S. 816. 
24）Ebenda. 
25）Ebenda, S. 817. 
26）Ebenda. 


























のデタント政策に W.ウルブリヒトが離反したことであった 2)。 
 
（２）SED 第８回党大会（1971 年）と E.ホーネッカーの政策 
 新しく第一書記に就任したE. ホーネッカーのもとでSED はソビエト共産党に再び忠実
となり、1960 年代後半の東ドイツは特殊であるというイデオロギー上のテーゼを修正し、
ソビエトの指導的役割は東ドイツにとって絶対的であると認めた 3)。 




てきた 1960 年代末の計画経済を見直した。そして、E. ホーネッカーは、「すべては国民の
幸福、労働者とすべての勤労者の利害のために行われる」6)ことを強調した。 










 そして、政権を握った E.ホーネッカーは、1970 年代半ばまで文化の自由化路線を展開し
た。そのもとで市民的モダニズムが成長し、若手の芸術家も出現した。東ドイツ社会全体
が文化的自由を垣間みた時代であった 9)。 




 これらによって東ドイツは 1974 年の段階で工業生産を 1950 年に比べて７倍、1961 年の
２倍、1970 年と比べても 30％増加させた。また、1970 年代半ばまで東ドイツの生活水準









  1970 年から 1972 年までにアルジェリア、チリ、インドとの外交関係を既に樹立してい
た東ドイツであったが、基本条約締結以降は広く国際的に承認されたのであった。1972 年
12 月に東ドイツはスウェーデン、スイスなどを含む 20 ヵ国と外交関係を樹立し、翌 1973
年９月 18 日には国連に第 133 番目の国として加盟した 13)。このように、東ドイツの国際
























ムを締結し、1974 年 11 月には FDGB、FDJ との間で共通スポーツプログラムを締結した。
このように 1970 年代以後の東ドイツにおける大衆スポーツ助成に関して特徴的なことは、
DTSB が他の大衆団体と共通スポーツプログラムを展開しようとしたことである。 
一方、スパルタキアードの参加者数は､400 万人にまで増加し、1974 年には DTSB の会
員数は 250 万人（人口の約 14.2％）近くとなった 1)。 
 
（２）身体文化・スポーツ官房内の科学評議会の設置（1971 年） 









ぐ第３位（金 20 銀 23 銅 23）になった。このことはメダル獲得数で東ドイツを下回った開
催国西ドイツ（金 13 銀 11 銅 16）のスポーツ関係者に大きな衝撃を与え 4)、西ドイツが国
家的に競技スポーツに取り組む契機となった。 
 
（４）閣僚評議会に関する命令（1972 年）と地方議会に関する法令（1973 年） 































 「第３次青少年法」と呼ばれるこの法律の制定経緯は明確ではないが、第８回 SED 党
大会の基本方針に基づき、FDJ の指導のもと、国家的諸機関及びすべての社会的勢力が協
力し、青少年自らがその作成に携わったとされている 1)。「第３次青少年法」は 1974 年１











        前文 
  Ⅰ．青少年の社会主義的人格形成（第１条から第７条） 
  Ⅱ．職業に従事する青少年のイニシアチヴの促進（第８条から第 17 条） 
  Ⅲ．学業についている青少年のイニシアチヴの促進（第 18 条から第 23 条） 
  Ⅳ．社会主義防衛に関する青少年の権利と名誉な義務（第 24 条から第 26 条） 
  Ⅴ．青少年の文化的生活の促進（第 27 条から第 33 条） 
  Ⅵ．青少年の身体文化・スポーツの促進（第 34 条から第 38 条） 
  Ⅶ．青少年の労働と生活条件の形成（第 39 条から第 44 条） 
  Ⅷ．青少年の余暇形成と旅行（第 45 条から第 50 条） 
  Ⅸ．社会主義的青少年政策の国家的課題の指導（第 51 条から第 56 条） 
















 第 34 条では、身体文化・スポーツは社会主義社会における青少年の生活の一部であり、
また、その人格を形成するための関心事であり、かつ課題であると規定された。そして身
体文化・スポーツを青少年のすべての社会領域において保障し、また、スポーツの主導者
であり、組織者である DTSB の活動を援助することが国家的諸機関に定められた 2）。 







 第 36 条では、児童・青少年スパルタキアードを援助することが国家的諸機関に義務づけ
られ、また、DTSB においてスポーツの後継者を助成することが定められた 4)。 




 第 37 条（２）では、国家的なスポーツ指導要領の高い水準での実現が、所轄の国家的機
関や教育機関の指導者に定められた 6)。 
  第 37条（２.a）では、卒業生のDTSBのスポーツ共同体への加入を促進するために、DTSB、
FDJ、ピオニール組織エルンスト・テールマンの援助を得、学校スポーツ共同体において、
青少年の自由意志スポーツを幅広く発展させることが学校長に定められた 7)。 
  第 37 条（２.b）では、DTSB に組織化されるスポーツに徒弟を獲得するために、DTSB、
FDJ、FDGB と協力し、徒弟の余暇におけるスポーツ活動を保障し、多様なスポーツ活動
を展開することが、指導部、幹部会、職場学校機関の指導者に定められた 8)。 
  第 37 条（２.c）では、大学・専門学校スポーツ共同体の自由意志スポーツや学生スポー




  第 37 条（３）では、東ドイツスポーツ章「労働と祖国防衛の準備」は職業に従事する青
少年、生徒、徒弟、学生の教育及び陶冶の構成要素と規定された 10)。 




が DTSB 幹部会に与えられた 11)。 
 第 38 条（２）では、スポーツ用具、スポーツウエアを生産、準備すること、また、より
品質に優れ、多くの種類を供給することが定められた 11)。 











  第 46 条（１）では、すべての生徒のために、組織的に余暇を準備し、実施する責務が地
域の人民議会、国家的機関、指導者、幹部（特に学校の監督者）に定められた 15)。 
  第 46 条（２）では、余暇形成の際、その専門委員会によって、指導者や幹部会の活動及
び社会的機関との協力を調整することが閣僚評議会と地域の評議会に定められた 16)。 
  第 47 条（１）では、学生の余暇における積極的なレクリエーションを保障することが、
地域の人民議会、国家的機関、単科大学及び専門学校長に定められた 17)。 
  第 47 条（２）では、FDJ 指導部と協力し、学生の余暇形成のため、学生寮や寄宿舎付き
の学校を利用するための諸条件をつくることが、単科大学及び専門学校長に定められた 18)。 
  第 48 条（１）では、FDGB 指導部と協力し、勤労に従事する青少年と徒弟のための諸条
件を計画的に拡大することが、国家的機関、指導者、幹部会に定められた 19)。 
  第 48 条（２）では、FDGB と FDJ と協力し、地方の青少年の冬季休暇を整備すること
が、国家的機関、指導者、幹部会に定められた 20)。 
  第 49 条（１）では、DTSB、FDGB、FDJ 及びスポーツ・技術協会の指導部と協議し、
青少年の旅行政策を計画的に促進することが、国家的機関に定められた 21)。 
  第 49 条（２）では、青少年の旅行の多様な形態、特に集団的形態を優先して発展させる
ことが定められた。その際、週末、短期間の旅行、また、東ドイツや社会主義国家共同体
への休暇旅行を数多く提供し、格安にすることが定められた 22)。 
  第 49 条（３）では、ソビエトやその他の社会主義国家への旅行によって、卓越した成績
の青少年を表彰することが、国家及び経済の指導的機関、指導者、幹部会に定められた 23)。 






































































あったと語っている（2010 年 11 月のインタビュー、於：ベルリン）。東ドイツにおいて大


































  スポーツ科学の水準の向上と実際的効果の向上 
  国際協調、民族間の友好関係、平和 
  東ドイツ DTSB の指導と計画の高い質について 









     表３－４ DTSB 第４回及び第５回総会の決議項目 



















































れている 6)。  
 「青少年の規則的なスポーツ活動の実現」という項目では、若者の身体の教育と陶冶は、


















 そして、FDGB と DTSB の共同スポーツプログラムが、「企業、協同組合、諸機関、レク
リエーション地区での余暇及びレクリエーションスポーツを包括的に促進する重要な手段
の一つ」13)と位置づけられた。 
 DTSB の幹部会と指導部には、FDGB のスポーツ組織者の育成、継続教育、審判・レフ
ェリーの配置などによって、勤労者の余暇・レクリエーションスポーツを助成することが
委ねられた 14) 。 



















際に成果があがるように効果的に使用することが DTSB の目標とされた 19)。 
 また、ドイツ体育大学と密接に協力すること、身体文化・スポーツ内閣官房科学評議会
























































などの DTSB の課題が定められていることが特徴である。 
b.専門家の育成 
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２）山田徹、東ドイツ・体制崩壊の政治過程、日本評論社：東京、1994 年、13 頁。 
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 表３－５ オリンピック大会における東ドイツ選手のメダル 
獲得数 
  年   計 金 銀 銅 
冬季大会 1956 コルチナ・ダンペッツォ 1     1 
  1960 スコゥ・バレー 3 2 1   
  1964 インスブルック 4 2 2   
  1968 グルノーブル 5 1 2 2 
  1972 札幌 14 4 3 7 
  1976 インスブルック 19 7 5 7 
  1980 レイク・プラシッド 23 9 7 7 
  1984 サラエボ 24 9 9 6 
  1988 カルガリー 25 9 10 6 
夏季大会 1956 メルボルン 7 1 4 2 
  1960 ローマ 19 3 9 7 
  1964 東京 19 3 9 7 
  1968 メキシコ・シティ 25 9 9 7 
  1972 ミュンヘン 66 20 23 23 
  1976 モントリオール 90 40 25 25 
  1980 モスクワ 126 47 37 42 
  1988 ソウル 102 37 35 30 
       （出典：IOCの H.P.等から筆者作成） 
  
 






























































































































発にし、組織することが、DTSB にとって重要な課題として位置づけられ 4)、DTSB の 1985
年までの長期的な課題として以下のことが定められている。 
  ー350 万人の市民を活発なスポーツ活動に統合する。 
  ー15000 のスポーツ共同体、地域・企業のグループ、モータースポーツクラブなどに   
おいて、多様なスポーツ、遊戯、旅行を提供する。 
  ー経験の豊かで資格を付与された専門家である 22万人の運動指導者、15万人の審判・   
レフェリーを高い水準でスポーツを実施するために投入する。 
  ー毎年スポーツ章「労働と祖国防衛の準備」の条件を多く市民と DTSBのすべての会員   
が満たすようにする。 


















  ー継続的、規則的にスポーツ活動を行う児童・青少年の数を多くするために、国家的   
諸機関と調整し、DTSBの多くのスポーツ共同体において良い条件をつくる。 
  ーDTSBのスポーツ共同体と学校スポーツ共同体の間に密接な関係をつくり、青少年の   
DTSBのスポーツ共同体への移行を保障する。 






























  ー社会主義の祖国、東ドイツへの愛と信頼によって、発達した社会主義社会を積極的   






















  ー新しい知識の獲得、新しい手段や方法の構築。 
  ースポーツの専門家の育成と継続教育の確保。 
  ー計画的な研究。 
















  ーDTSB、企業、地域のスポーツ共同体の財政的、物質的諸条件の改善。 










































































































１）Seifert, Manfred. RUHM UND ELEND DES DDR-SPORTS. Keine Bilanz  
- Aufgeschriebenes aus 40 Jahren eines Sportjornalisten. Verlag Bock & Kübler :Berlin,1990, 
S. 45f. 
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Sieger. Elefanten Press: Berlin, 1994, S. 46. 
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Vokal-Verlag: Leipzig, 2005. 
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19）Ebenda, S. 595-596. 






26）Ebenda, S. 596-597. 




31）Ebenda, S. 597-598. 












（１）「第二次冷戦」の進行と SED第 10回大会（1981年） 
 1979 年のソビエトのアフガニスタン侵攻に端を発する 1980 年代前半の「第二次冷戦」
の進行やポーランドにおける「連帯」運動の昂揚は東ドイツにも様々な影響を及ぼした。








































































































































































  スポーツ後継者の目的に適った助成ー高いスポーツの競技力に関する闘争！  




































































後半の DTSBの課題を定めた」ものであると記されている 3）。 
  「スポーツ・フォア・オールー東ドイツ DTSBの基本的な関心事」という項目では、DTSB
は、将来においても、スポーツの大衆的性格のさらなる包括的促進、後継者と競技スポー
ツの促進を課題にしていることが述べられ、新しい段階の目標として以下が定められた。 





  －DTSBにおける児童・青少年スポーツ、余暇及びレクリエーションスポーツ、及び、 
練習・トレーニング・競技活動を継続的に改善し、27万人の運動指導者、17万８千 
人の審判・レフェリーを配置し、資格を付与する。 
  －東ドイツスポーツ章「労働と祖国防衛の準備」の獲得を全般的に助成し、毎年少     
なくとも、スポーツ章プログラムの条件を満たす 350 万人の市民を獲得する。 
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このような状況下、1976 年に開催された SED 第９回党大会は新しい党綱領、規約、そし
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DSB   Deutscher Sportbund：ドイツスポーツ連盟 
DTSB  Deutscher Turn- und Sportbund：ドイツトゥルネン・スポーツ連合 
FDGB  Freier Deutscher Gewerkschaftsbund：自由ドイツ労働組合同盟 
FDJ  Freie Deutsche Jugend：自由ドイツ青年同盟 
IOC    Internationales Olympisches Komitee：国際オリンピック委員会 
NATO  Nordatlantische Verteidigungsgemeinschaft：北大西洋条約機構 
NOK   Nationales Olympisches Komitee：オリンピック委員会 
NSRL Nationalsozialistischer Reichsbund für Leibesübungen：国家社会主義体育連盟 
SED  Sozialistische Einheitspartei Deutschlands：ドイツ社会主義統一党 
 
